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ービス利用について調整を行う（改善効果が見込まれる場合は不要）。 

エ ウにおいて市町村がサービスを継続することによる改善（維持を含む）効果が見

込まれると判断する場合は、個別支援計画に基づく本来的な訓練に移行する。 

なお、市町村は、当該判断に基づく支給決定を行うに当たっては、改めて指定特

定相談支援事業者が作成するサービス等利用計画案の提出を求める必要はない。 

オ 本来的な訓練に当たっては、事業者は、暫定支給決定期間中のアセスメント結果

等に基づき、標準利用期間（暫定支給決定期間を含む。）の範囲内で、適切なサービ

ス提供期間を設定し、これを踏まえて作成した個別支援計画を利用者へ交付する。 

 

    ※ 標準利用期間を含め、訓練等給付費対象サービスに係る支給決定の更新につ

いては、「13 支給決定又は地域相談支援給付決定の更新」を参照。 

 

（５）暫定支給決定の方法 

   暫定支給決定が必要な場合、市町村は、次のア又はイのいずれかの方法により行う。 

ア 暫定支給決定期間のみの支給決定を行う方法 

(ｱ) 市町村は、２か月間を支給決定期間の上限として暫定支給決定を行う。 

  ※ 通常の支給決定の中での運用となるため、支給決定日の属する月の翌月の

末日（支給決定日が月の初日である場合は支給決定日の属する月若しくはそ

の翌月の末日）を暫定支給決定の有効期間の満了日とする。 

   ※ 暫定支給決定の趣旨、サービス利用の継続を希望する場合の手続等につい

て、支給決定障害者（必要に応じて家族及び関係者を含む。）に十分な説明を

行っておく。 

(ｲ) 暫定支給決定期間の満了日までに本支給決定の要否が決定できるよう、市町村

は、期日を定めて支給決定障害者（利用者）が利用するサービス提供事業者から

アセスメント結果等の提出を受ける（当該利用者に指定計画相談支援を提供する

指定特定相談支援事業者にも提出。）。 

(ｳ) 利用者がサービス利用の継続を希望して支給申請をした場合、市町村は、暫定

支給決定期間が満了するまでに、本支給決定の要否決定を行う。 

   ※ 本支給決定を行う場合の有効期間は、暫定支給決定期間を含めて最長１年

間（就労継続支援Ａ型の場合は３年間。暫定支給決定の有効期間の初日が月

途中の場合は、１年間（３年間）に当該月の末日までの期間を加えた期間）

とする（サービス提供事業者のアセスメント結果等を踏まえて設定）。 

イ 本支給決定期間を含む期間であらかじめ支給決定する方法 

(ｱ) 暫定支給決定を行う場合は、概念上、暫定支給決定と本支給決定にプロセスを
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区分しているが、当初から暫定支給決定期間と本支給決定期間を含む通常の有効

期間の支給決定を行い、事業者によるアセスメント等の結果、改善効果が見込ま

れないと判断される場合は、別に定める暫定支給決定期間内に支給決定を取り消

す方法を採ることも差し支えない。 

※ 支給決定の取消しの根拠は、法第２５条第１項第１号となる。 

(ｲ) 当該支給決定を行う場合は、次のとおり適切に対応すること。 

 ① 支給決定の有効期間は、最長で１年間（就労継続支援Ａ型の場合は３年間。

支給決定の有効期間の初日が月途中の場合は、１年間（３年間）に当該月の末

日までの期間を加えた期間）とし、そのうち暫定支給決定期間は２か月以内で

定める（この場合の暫定支給決定期間の満了日は月途中でも差し支えない。）。 

② 支給決定通知に「支給決定期間のうち令和○年○月○日から令和○年○月○

日までは暫定支給決定期間とする。」旨とともに、暫定支給決定期間中のアセ

スメントにより、サービス利用の継続による改善効果が見込まれない場合は支

給決定を取り消すことがある旨を記載し、あらかじめ支給決定障害者（必要に

応じて家族及び関係者を含む。）に十分説明しておく。 

③ 障害福祉サービス受給者証の「訓練等給付費の支給決定内容」面（四面）の

予備欄に、「支給決定期間のうち令和○年○月○日から令和○年○月○日まで

は暫定支給決定期間とする。」旨を記載する。 

④ 暫定支給決定期間の満了日までに支給決定の取消しの要否が決定できるよう、

市町村は、期日を定めて支給決定障害者（利用者）が利用する事業者からアセ

スメント結果等の提出を受ける（当該利用者に指定計画相談支援を提供する指

定特定相談支援事業者にも提出。）。 

⑤ 利用者がサービス利用の継続を希望する場合、市町村は、暫定支給決定期間

が満了するまでに、支給決定の取消しの要否を決定する。 

⑥ 上記（４）のウにより改善効果が見込まれないと判定されたときは、支給決

定の有効期間があるがためにサービス利用が継続されることのないよう、連絡

調整会議を経て、当該日から暫定支給決定期間の満了日までの間に当該サービ

スの利用を終了させ、支給決定の取消しを行う。 

⑦ 改善効果が見込まれる場合は、支給決定を取消しせず、暫定支給決定期間経

過後も引き続きサービス利用を継続させる。その際、暫定支給決定期間経過後

もサービス利用が可能である旨をサービス提供事業者、指定特定相談支援事業

者及び利用者に連絡する。 

ウ 留意事項 

   (ｱ) 市町村は、暫定支給決定対象事業に係る支給申請を受けた場合には、あらかじ
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め申請者に対して、暫定支給決定期間経過後の取扱い等について十分説明するこ

と。 

   (ｲ) 利用者は、暫定支給決定期間経過後に、引き続き同一事業の暫定支給決定を受

けることはできない。 

   (ｳ) 利用者は、暫定支給決定期間経過後に、暫定支給決定期間中に利用した事業所

以外の事業所を利用することができる。 

   (ｴ) 市町村は、暫定支給決定期間経過後、継続利用しないこととした者について、

他の障害福祉サービス利用等について、指定特定相談支援事業者や暫定支給決定

期間中に利用していた福祉サービス事業者等と連携し、必要な調整を行うこと。  

 

６ 地域相談支援給付費の給付決定 

申請に係る地域相談支援給付決定をする場合は、申請者に係るその他の勘案事項及び

サービス等利用計画案を十分に踏まえ、対象者に該当するか判断すること。また、その

際には、必要に応じて法第51条の７第２項の規定に基づき市町村審査会、身体障害者更

生相談所等の意見を聴くものとする。 

 

７ 支給決定又は地域相談支援給付決定事項等 

  支給決定又は地域相談支援給付決定に当たっては、市町村は、申請のあった障害福祉

サービス又は地域相談支援の種類に応じ、申請者からの具体的な利用意向の聴取り等に

より、更にサービス内容を特定して支給決定又は地域相談支援給付決定を行うととも

に、特定された障害福祉サービス又は地域相談支援の種類及び内容ごとに支給量又は地

域相談支援給付量及び支給決定又は地域相談支援給付決定の有効期間を定める（法第２

２条第７項、第２３条、第５１条の７第７項、第５１条の８）。また、併せて、事業者

の報酬算定に必要な事項等について決定等を行う。 

（１）支給決定又は地域相談支援給付決定事項 

ア 障害福祉サービス又は地域相談支援の種類（区分） 

    以下の区分により決定する。 

   (ｱ) 介護給付費 

・居宅介護（居宅における身体介護中心） 

・居宅介護（通院等介助（身体介護を伴う場合）中心） 

・居宅介護（家事援助中心） 

・居宅介護（通院等介助（身体介護を伴わない場合）中心） 

・居宅介護（通院等乗降介助中心） 

     ・重度訪問介護 
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     ・同行援護 

・行動援護 

     ・療養介護 

     ・生活介護 

     ・短期入所 

     ・重度障害者等包括支援 

     ・施設入所支援 

   (ｲ) 訓練等給付費 

・自立訓練（機能訓練） 

・自立訓練（生活訓練） 

     ・宿泊型自立訓練 

・就労移行支援 

     ・就労移行支援（養成施設） 

     ・就労継続支援Ａ型 

     ・就労継続支援Ｂ型 

     ・就労定着支援 

     ・自立生活援助 

     ・共同生活援助 

(ｳ) 地域相談支援給付費 

     ・地域移行支援 

     ・地域定着支援 

  イ 支給量又は地域相談支援給付量 

    （詳細は、下記８を参照） 

  ウ 支給決定又は地域相談支援給付決定の有効期間 

    （詳細は、下記９を参照） 

 

（２）支給決定又は地域相談支援給付決定時に併せて決定等する事項 

   市町村は、支給決定又は地域相談支援給付決定に際し、当該障害福祉サービス又は

地域相談支援に係る報酬の算定上あらかじめ市町村において決定、確認等が必要な事

項（各種加算等）、その他必要な事項について、併せて決定等を行い、障害福祉サー

ビス受給者証又は地域相談支援受給者証に記載する。 

   ※ 具体的な事項及び障害福祉サービス受給者証又は地域相談支援受給者証への記

載方法は、「Ⅸ 受給者証の交付」を参照。 
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（３）支給決定に係る具体的な取扱い 

  ア 国立障害者リハビリテーションセンター入所者が国立職業リハビリテーションセ

ンターで職業リハビリテーションを受ける場合の取扱い 

平成１８年１０月以降においても、従前と同様、指定障害者支援施設となった国

立障害者リハビリテーションセンターに入所して、国立職業リハビリテーションセ

ンターにおいて職業リハビリテーション（就労移行支援に相当するサービスと解さ

れる。）を利用することが可能であり、対象者のある市町村は、以下の点に留意し

て支給決定する。 

① 市町村は、当該対象者に対し、国立障害者リハビリテーションセンターが実施

する就労移行支援及び施設入所支援の利用を認める支給決定を行う。 

② 当該対象者が国立職業リハビリテーションセンターで職業リハビリテーション

を受ける場合は、当該サービスは就労移行支援に相当するサービスと解されるこ

とから、法第７条に規定する「国の負担において自立支援給付に相当するサービ

スが行われたとき」に該当するものとし、「就労移行支援」にかかる訓練等給付

費の支給は行わないものとする。 

③ この結果、当該対象者は、日中活動は国立職業リハビリテーションセンターに

よる支援（就労移行支援に相当する事業。訓練等給付費の支給対象外。）を利用

しつつ、夜間は国立障害者リハビリテーションセンターが提供する施設入所支援

（介護給付費の支給対象）を利用することとなる。 

イ 通院等介助の取扱い 

障害者等の病院等への通院等のための介助の具体的な取扱いは、「平成２０年４月

以降における通院等介助の取扱いについて」（平成２０年４月２５日付け厚生労働省

社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長通知）によるものとする。 

 

８ 支給量又は地域相談支援給付量 

（１）支給量又は地域相談支援給付量を定める単位期間 

   支給量又は地域相談支援給付量を定める単位期間については、１か月とする（則第

１３条、則第３４条の４０）。 

 

（２）支給量又は地域相談支援給付量を定める単位 

   サービスの種別ごとに次の単位で定める。 

・居宅介護・・・時間（３０分単位）／月 

    ・重度訪問介護・・・時間（３０分単位）／月 

    ・同行援護・・・時間（３０分単位）／月 
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・行動援護・・・時間（３０分単位）／月 

    ・療養介護・・・日／月 

    ・生活介護・・・日／月 

    ・短期入所・・・日／月 

    ・重度障害者等包括支援・・・単位／月 

    ・施設入所支援・・・日／月 

・自立訓練・・・日／月 

    ・就労移行支援・・・日／月 

    ・就労継続支援・・・日／月 

    ・就労定着支援・・・日／月 

    ・自立生活援助・・・日／月 

    ・共同生活援助・・・日／月 

    ・地域移行支援・・・日／月 

    ・地域定着支援・・・日／月 

 

（３）支給量又は地域相談支援給付量の定め方 

   障害福祉サービス又は地域相談支援の種類の区分に応じて、以下の考え方により支

給量又は地域相談支援給付量を定める。 

   なお、複数のサービスを組合せて支給決定する場合（併給が認められないサービス

を除く。）は、複数のサービスを合わせた支給量が適切な量となるよう留意する。 

  ア 訪問系サービス（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護） 

    あらかじめ定めた支給決定基準に照らしつつ、障害支援区分その他の勘案事項を

踏まえて支給量を定める。 

  イ 短期入所 

    一月当たりの利用必要日数を支給量として定める。 

各月において平均的に利用が必要と認められる場合は、１年以内の支給決定の有

効期間を通じて「○○日／月」として均一の支給量を定めることが可能であるが、

月により利用必要日数が異なる場合は、各月ごとに異なる支給量を定める。また、

利用が単発である場合は、必要な月のみ支給量を定めて支給決定することもできる。 

長期（連続）利用日数については、３０日を限度とするが、一定の期間が経過し

た後、再度利用することは可能である。なお、年間利用日数については、利用者の

居宅における自立した日常生活又は社会生活の維持に十分に留意するものとし、利

用者の心身の状況等を勘案して特に必要と認められる場合を除き、短期入所を利用

する日数が年間180日を超えないようにしなければならない。 
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ウ 重度障害者等包括支援 

    一月の支給量を一月のサービス利用に要する包括報酬の単位数として定めること

から、サービス等利用計画案を踏まえ、一月ごとの支給量を定める。 

  エ 日中活動サービス（生活介護、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援、

就労継続支援） 

    平成１８年４月から利用実績払い（日額報酬）を導入したことに伴い、通所によ

る指定施設支援の量について、原則として、各月の日数から８日を控除した日数（以

下「原則の日数」という。）を限度として利用することを決定しているものとみなし

ているところであるが、平成１８年１０月以降の障害者自立支援法移行後において

も、日中活動サービスについては、引き続き、原則として一人の障害者が一月に利

用できる日数（支給量）は、「原則の日数」を上限とすることを基本とする。ただし、

次の場合には、「原則の日数」を超える支給量を定めることが可能なものとする。 

① 日中活動サービスの事業運営上の理由から、「原則の日数」を超える支援が必要

となる場合は、都道府県に届け出ることにより、当該施設が特定する３か月以上

１年以内の期間（以下、「対象期間」という。）において、利用日数の合計が「原

則の日数」の総和の範囲内であれば利用することができるものとする。 

 ② ①に該当しない場合であっても、心身の状態が不安定である、介護者が不在で

特に支援の必要があるなど、利用者の状態等に鑑み、市町村が必要と判断した場

合には、「原則の日数」を超えて利用することができるものとする。 

※ 詳細は、「日中活動サービス等を利用する場合の利用日数の取扱いに係る事務

処理等について」（平成１８年９月２８日付け障障発第0928001号厚生労働省社

会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長通知）によること。 

オ 居住系サービス（療養介護、施設入所支援、宿泊型自立訓練、共同生活援助）、

就労定着支援、自立生活援助及び地域相談支援（地域移行支援、地域定着支援） 

    支給決定又は地域相談支援給付決定の有効期間中における各月における暦日数を

支給量又は地域相談支援給付量として定める。 

    ただし、共同生活援助において体験的な利用を行う場合、各月における暦日数を

上限として、必要な日数を定めるものとする。 

    共同生活援助に係る支給申請を行う障害者のうち受託居宅介護サービスの提供を

受けることを希望する障害者に対しては、障害支援区分ごとにあらかじめ定めた受

託居宅介護サービスの支給決定基準に照らしつつ、障害の種類その他の勘案事項を

踏まえて支給量を定める。 

 

９ 支給決定又は地域相談支援給付決定の有効期間 
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    介護給付費及び訓練等給付費に係る支給決定又は地域相談支援給付決定の有効期間は、

障害支援区分や介護を行う者の状況等の支給決定又は地域相談支援給付決定を行った

際に勘案した事項が変化することがあるため、市町村が障害者等の状況を的確に把握し、

提供されているサービスの適合性を確認するとともに、適切な障害支援区分や支給量に

見直しを行うため、市町村が定めるものである。その決定に当たっては、支給決定又は

地域相談支援給付決定に際し勘案した状況がどの程度継続するかという観点から検討

することとなる（例えば、障害の状況に変化が見込まれる場合には、支給決定又は地域

相談支援給付決定の有効期間は短くすることとなる。ただし、障害支援区分の認定を行

う場合は、市町村審査会における意見に基づき、基本的には障害支援区分の有効期間が

短縮され、支給決定の有効期間に反映することとなる。）が、支給決定又は地域相談支

援給付決定の有効期間を定める趣旨からあまりに長い期間とすることは適切でないた

め、厚生労働省令において定める期間を超えてはならないこととしている。 

  なお、支給決定又は地域相談支援給付決定期間の終了に際しては、改めて介護給付費

等の支給決定又は地域相談支援給付決定を受けることにより継続してサービスを受け

ることが可能である（ただし、サービスの種類・形態により、利用期間に制限を設けて

いるものがある。）。 

（１）基本的な考え方 

支給決定の有効期間は、原則として障害支援区分の有効期間と同一期間とする。た

だし、居宅介護等にあっては、利用するサービス量が比較的短期間に変わりうるため、

支給決定の有効期間を最長１年間とする。また、自立訓練等期限（標準利用期間）を

設定するサービスについても、１年ごとに訓練継続の適否を評価することが適当であ

ることから、支給決定の有効期間を最長１年間とする。 

地域相談支援給付決定については、地域移行支援にあっては、漫然と支援を継続す

ることは適当でないため、有効期間を最長６ヶ月間とする。また地域定着支援につい

ては、一定期間ごとに支援継続の適否を評価することが適当であることから、有効期

間を最長１年間とする。 

なお、共同生活援助については、基本的には最長３年間とするが、体験的な利用を

行う者については、最長１年間とし、地域移行支援型ホームに入居する者については、

最長２年間の支給決定を行うものとする。 

 

（２）本則上の取扱い 

   支給決定又は地域相談支援給付決定を行った日から当該日が属する月の末日までの

期間と次の障害福祉サービスの種類の区分又は地域相談支援の種類に応じて掲げる期

間の範囲内で月を単位として市町村が定める期間を合算した期間とする。ただし、支
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給決定又は地域相談支援給付決定を行った日が月の初日である場合は、次の障害福祉

サービスの種類の区分又は地域相談支援の種類に応じて掲げる期間の範囲内で月を単

位として市町村が定める期間を合算した期間とする。 

ア 居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、短期入所、重度障害者等包括支

援、自立訓練、就労移行支援（養成施設を除く。）、就労定着支援及び自立生活援

助     

「１年」 

イ 療養介護、生活介護、施設入所支援、就労継続支援及び共同生活援助 

「３年」 

  ウ 就労移行支援（養成施設） 

    「５年」 

     ※ 養成課程の年数（３年又は５年）に応じて、支給決定の有効期間を定める。 

      （延長等を要する事情が生じた場合は、その都度、支給決定を更新する。） 

エ 地域移行支援 

  「６ヶ月」 

  オ 地域定着支援 

    「１年」 

 

（３）運用による取扱い 

   次に掲げる場合は、（２）にかかわらず、月を単位として市町村が定める期間につ

いては、それぞれに掲げる期間を上限とする。 

ア 共同生活援助（体験利用を行う場合に限る。） 

「１年」（報酬告示により年５０日以内の利用制限） 

イ 共同生活援助（地域移行支援型ホームに限る。） 

「２年」（指定運営基準に規定） 

  ウ 就労継続支援Ｂ型（支給決定時に５０歳未満の者に限る。） 

 「１年」 

 

（４）具体的な取扱い（運用） 

ア 障害福祉サービスの種類ごとに支給決定を行うものとするが、 

   ・ 受給者の管理上、一人の利用者について必要以上に異なる支給決定の有効期間

（終期）が設定されることは好ましくないこと、 

   ・ 支給決定の更新時には、サービスの組合せの適否についても改めて評価するこ

とが適当な場合があること 
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   から、運用上、次のサービスグループについては、原則として、それぞれのグルー

プごとに有効期間の終期を合わせるものとする。 

① 居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護及び短期入所 

  ② 生活介護、自立訓練、就労移行支援及び就労継続支援 

イ 施設入所支援は、その他の施設障害福祉サービスに係る支給決定の有効期間を超

えないこと。（通常は同一の有効期間で支給決定） 

ウ 自立生活援助は、施設等から地域生活に移行した者である場合には、当該施設等

を退所等した日から一年を経過した日の属する月までを有効期間とし、その後、支

給開始から一年の期間の範囲で再度有効期間を定めるものとする。なお、それ以外

の対象者については、対象者の状況に応じて適切に有効期間を設定することとする。 

エ 地域移行支援については、対象者の状況に応じて適切に有効期間を設定すること

とする。 

地域定着支援については、１人の利用者に必要以上に異なる有効期間の終期が設

定されることは好ましくないため、原則として、当該者が利用する障害福祉サービ

スの有効期間の終期を合わせるものとする。 

  オ １人の利用者に対して複数の有効期間の終期が設定される場合には、できる限り、

計画相談支援における継続サービス利用支援の実施月と当該終期が同一月となるよ

う、支給決定又は地域相談支援給付決定の有効期間を設定することとする。（詳細は、

第３のⅢ 計画相談支援給付費の支給期間とモニタリング期間の取扱いを参照。） 
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例１）訪問系サービスを途中から併給する場合

支給決定
2006.10

▽

支給決定
2007.10

▽

支給決定
2008.10

▽

変更決定
2009.4

▽

居宅介護

（支給量の変更）

支給決定
2007.4

▽

行動援護

（サービスの種類の追加）

例２）入所による自立訓練を経て地域移行する場合

支給決定
2006.10

▽

支給決定
2007.10

▽

自立訓練

施設入所支援

支給決定
2008.4

▽

取消決定
2009.4

▽

就労継続支援（B型）

支給決定
2009.4

▽

就労移行支援 　　（一般雇用）
（サービス種類の切り替え）

共同生活援助

例３）日中活動サービスを最初から併給する場合

支給決定
2006.10

▽

支給決定
2007.10

▽
自立訓練

（生活訓練）

支給決定
2008.10

▽
就労継続支援

（B型）

支給量の変更時には、支給

決定の有効期間は変えない。

居宅介護の支給決定の有効期間にあわせ

て支給決定を行う。

施設入所支援は、自立訓練の支給決定の有効期間に合

わせて支給決定を行う。

支給決定の有効期間の満了前に利用するサービスの種類を切り替える

場合は、従前の支給決定を取り消し、今後利用するサービスについ て新

たな支給決定を行う。

自立訓練の支給決定の有効期間に合わせ、有効期間

を設定する。

×
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例４）日中活動サービスを途中から併給する場合

支給決定
2006.10

▽

支給決定
2007.10

▽

支給決定
2008.10

▽

生活介護

（支給量の変更）

支給決定
2007.10

▽
自立訓練
（生活訓練）

支給決定
2008.10

▽
就労継続支援

（B型）

例５）退所と同時に自立生活援助を支給決定する場合

有効期間
2018.3

▽

施設入所支援

（退所日）

支給決定
2018.4

▽

有効期間
2019.3

▽

自立生活援助

（退所後１年）

例６）退所後一定期間を経過してから自立生活援助を支給決定する場合

有効期間
2018.3

▽

施設入所支援

（退所日）
（有効期間 2019.3）

支給決定
2018.10

▽

支給決定
2019.4

▽

有効期間
2018.9

▽

自立生活援助

（退所後１年）

当初の有効期間を変更する必要はない が、併給を踏ま

えて必要な変更決定等を行う。

×

退所日から１年を経過した日の属する月までを有効期

間として支給決定を行う。

① 退所日から１年を経過した日の属する月までを有効期間

として支給決定を行う。

② ①の有効期間の後、最初の支給決定から１年を経過した日の属す

る月までを有効期間としてあらためて支給決定を行う。
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10 支給決定又は地域相談支援給付決定（却下決定）の通知 

  市町村は、支給申請について、支給又は却下を決定した場合は、その旨及び必要な事

項を申請者に通知しなければならない。 

なお、計画相談支援プロセスの効率化のため、受給者証又は支給決定の写しを利用者

等の同意の上、直接市区町村から指定特定相談支援事業者にも送付すること。 

（１）支給決定又は地域相談支援給付決定通知書の記載事項の例 

  ア 障害福祉サービス受給者証又は地域相談支援受給者証番号 

  イ 支給決定障害者（保護者）又は地域相談支援給付決定障害者氏名 

  ウ 支給決定に係る障害児氏名（地域相談支援を除く。） 

  エ 支給決定又は地域相談支援給付決定日 

  オ 障害支援区分及びその有効期間（別に通知する場合を除く。介護給付及び訓練等

給付（共同生活援助に係るものに限る。）のみ。） 

  カ 支給決定に係る障害福祉サービスの種類、内容及び支給量又は地域相談支援給付

決定に係る地域相談支援の種類、内容及び地域相談支援給付量 

  キ 支給決定又は地域相談支援給付決定の有効期間 

  ク 利用者負担上限月額及びその適用期間（地域相談支援を除く。） 

  ケ 特定障害者特別給付費の額及びその適用期間（施設入所支援、共同生活援助、重

度障害者等包括支援に係る支給決定において当該申請が併せて行われている場

合） 

  （コからシまでは、療養介護の場合に記載する。） 

  コ 公費負担者番号 

  サ 公費受給者番号 

  シ 療養介護医療に係る負担上限月額及びその適用期間 

  ス 処分に対する審査請求及び取消訴訟に関する教示 

  セ その他必要な事項 

 

（２）支給申請却下通知書の記載事項の例 

  ア 申請者氏名 

  イ 支給申請の内容、申請を却下する旨及びその理由 

  ウ 処分に対する審査請求及び取消訴訟に関する教示 

 

11 支給決定又は地域相談支援給付決定の変更 

  支給決定障害者等は、現に受けている支給決定に係る障害福祉サービスの種類、支給

量その他の厚生労働省令で定める事項を変更する必要があるときは、厚生労働省令で定
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めるところにより、市町村に対し、当該支給決定の変更の申請をすることができる（法

第２４条第１項）。  

また、市町村は、変更の申請又は職権により、法第２２条第１項又は法第５１条の７

第１項の厚生労働省令で定める事項（いわゆる「勘案事項」）を勘案し、支給決定障害

者等又は地域相談支援給付決定障害者につき、必要があると認めるときは、支給決定又

は地域相談支援給付決定の変更を行うことができる（法第２４条第２項又は法第５１条

の９第２項）。  

この場合、計画相談支援プロセスの効率化のため、支給決定の変更通知の写しを利用

者等の同意の上、直接市区町村から指定特定相談支援事業所にも送付すること。 

なお、運用上、申請による地域相談支援給付決定の変更は想定されないことに留意。 

（１）変更申請できる事項（則第１６条） 

支給量 

    ※ 障害福祉サービスの種類は、支給決定を障害福祉サービスの種類ごとに行う

ことから変更の対象とならず、利用するサービスの種類を変える場合は、新た

に利用するサービスについては新たな支給決定により、取り止めるサービスに

ついては支給決定の取消しにより行う（市町村において変更手続に準じて一体

的な手続で行うことは可能。）。 

    ※ 障害支援区分の変更は、職権若しくは支給量の変更申請に基づき支給決定の

変更を行う場合、又は新たなサービス種類の支給申請があった場合に、必要に

応じて行うこととなる（下記（３）イ参照）。 

 

（２）変更申請 

   支給決定の変更の申請をしようとする支給決定障害者等は、次に掲げる事項を記載

した申請書を市町村に提出しなければならない。 

ア 変更申請書の記載事項（則第１７条） 

(ｱ) 申請を行う障害者又は障害児の保護者の氏名、居住地、生年月日及び連絡先 

   (ｲ) 申請に係る障害者等が障害児の場合は、障害児の氏名、生年月日及び保護者と

の続柄 

(ｳ) 申請に係る障害者等の介護給付費等の受給の状況 

(ｴ) 申請に係る障害児が現に障害児通所支援又は指定入所支援を利用している場合

には、その利用状況 

(ｵ) 申請に係る障害者が現に介護保険法の規定による保険給付に係る居宅サービス

（同法第８条第１項に規定する居宅サービスのうち、同条第２項に規定する訪問

介護、同条第７項に規定する通所介護及び同条第９項に規定する短期入所生活介



 

- 92 - 

護に限る。）を利用している場合には、その利用状況 

   (ｶ) 申請に係る障害福祉サービスの具体的内容 

   (ｷ) 心身の状況の変化その他の当該申請を行う原因となった事由 

   (ｸ) その他必要な事項 

  イ 変更申請書の記載方法（様式例に基づく） 

   (ｱ) 変更の理由 

     心身の状況や介護を行う者の状況の変化など、支給量の変更を要することとな

った具体的な理由を記載する。 

(ｲ) 変更を申請するサービスの種類 

  現に支給決定を受けている障害福祉サービスのうち支給量の変更を希望するも

のを選択する。 

(ｳ) 申請に係る具体的内容 

  希望する変更後の一月当たりの支給量を記載する。 

(ｴ) その他事項 

（支給申請書の記載方法を参照。） 

 

（３）変更決定の手続 

  ア 調査 

    市町村は、支給量の変更の決定（障害支援区分の変更の認定を含む。）のために必

要があると認めるときは、支給申請時に準じて、障害者等又は障害児の保護者に面

接し、次の事項について調査を行うものとする。 

(ｱ) 当該障害者等の心身の状況 

(ｲ) 当該障害者等の置かれている環境 

(ｳ) 当該障害者等の介護を行う者の状況 

(ｴ) 当該障害者等に関する保健医療サービス又は福祉サービス等の利用の状況 

(ｵ) 当該障害者等又は障害児の保護者の障害福祉サービスの利用に関する意向の具

体的内容 

 ※ 変更決定の場合についても、サービス等利用計画案の提出依頼等について、

支給決定の場合と同様に行う。 

  イ 障害支援区分の変更認定 

    市町村は、支給量の変更の決定を行うに当たり、必要があると認めるときは、障

害支援区分の変更の認定を行うことができる。 

※ 支給量の変更申請に際して、障害支援区分の変更の必要性が特に問題とな

るものとしては、障害支援区分が支給量に密接に関連する居宅介護等の訪問
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系サービスが想定される。 

    実際に変更の認定手続を行うかどうかは、個別具体のケースに応じて市町村が必

要性を判断することとなるが、基本的には、支給決定障害者等が心身の状況の変化

を申し立てており、相当と認められることが判断の目安として考えられる。 

     ※ 支給決定障害者等が心身の状況の変化を申し立てている場合でも、現に認

定されている障害支援区分等を勘案し、変更申請があった支給量が支給決定

されると見込まれる場合には、必ずしも障害支援区分の変更の認定は必要な

い（その場合の障害支援区分の認定は、認定の有効期間の満了時又は介護給

付費に係る他の障害福祉サービスの支給申請時に行う。） 

     ※ 障害支援区分の変更の認定の有効期間は、新たな認定と同様に設定する（現

に認定されていた障害支援区分の有効期間の残存期間ではないこと。）。 

※ 既に障害支援区分の認定及び支給決定を受けて介護給付費又は訓練等給付

費（共同生活援助に係るものに限る。）に係る障害福祉サービスを利用してい

る者から、異なる種類の介護給付費又は訓練等給付費（共同生活援助に係る

ものに限る。）に係る障害福祉サービスの利用に係る支給申請があった場合も、

同様の考え方により、必要に応じて変更の認定を行う。 

ウ 変更の決定 

    支給決定時と同様、サービス等利用計画案その他の勘案事項を勘案し、当該市町

村の支給決定基準等に照らして変更の要否又は変更後の支給量を決定する。 

   (ｱ) 変更年月日（変更内容の適用年月日） 

     支給量は一月を単位として定めるため、変更後の支給量は、原則として変更を

決定した日の属する月の翌月の初日から適用するものとする。ただし、変更の決

定に係る障害者等の心身の状況、介護を行う者の状況等から緊急に支給量を変更

する必要がある場合は、市町村の判断により、変更の申請のあった月から適用す

ることとしても差し支えないものとする。 

     ※ 月の途中で障害支援区分が変更された場合の報酬区分の適用については、

月単位の適用とせず、変更の前後におけるそれぞれの区分に応じて日単位で

報酬区分を適用し、算定する。 

   (ｲ) 有効期間 

     変更後の支給量が適用される期間（有効期間）は、変更に係る支給決定の有効

期間の末日までとする（支給決定の有効期間は変更されない。）。 

  エ 変更決定の通知及び障害福祉サービス受給者証の記載変更 

   (ｱ) 変更決定及び障害福祉サービス受給者証提出の通知 

     市町村は、支給決定の変更の決定を行ったときは、次に掲げる事項を記載した
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書面により支給決定障害者等に通知して、障害福祉サービス受給者証の提出を求

める（則第１８条第１項）。ただし、支給決定障害者等の障害福祉サービス受給者

証が既に市町村に提出されているときは、提出に係る記載は要しない（則第１８

条第２項）。 

    ａ 支給決定の変更の決定を行った旨 

    ｂ 障害福祉サービス受給者証の提出の必要がある旨 

    ｃ 障害福祉サービス受給者証の提出先及び提出期限 

(ｲ) 障害福祉サービス受給者証の記載の変更 

市町村は、支給決定障害者等から障害福祉サービス受給者証の提出を受けたと

きは、変更後の支給量、障害支援区分の変更の認定を行った場合は変更後の障害

支援区分及びその有効期間を記載し、支給決定障害者等に返却する。 

     ※ 記載の方法は、「Ⅸ 受給者証の交付」を参照。 

 

12 支給決定又は地域相談支援給付決定に関する事項の変更の届出 

（１）氏名、居住地等の変更の届出 

      障害福祉サービス受給者証の交付を受けた支給決定障害者等又は地域相談支援受給

者証の交付を受けた地域相談支援給付決定障害者が、支給決定又は地域相談支援給付

決定期間内において、氏名その他厚生労働省令で定める事項を変更したときは、速や

かに、障害福祉サービス受給者証又は地域相談支援受給者証を添えて、その旨を届け

出なければならない（令第１５条、令第２６条の７、則第２１条、則第２２条、則第

３４条の４８）。 

  ア 厚生労働省令で定める事項 

    ① 支給決定障害者等又は地域相談支援給付決定障害者の居住地及び連絡先 

    ② 障害児の場合は障害児の氏名、保護者との続柄（地域相談支援給付決定の申

請の場合は除く。） 

    ③ 負担上限月額の算定のために必要な事項（地域相談支援給付決定の申請の場

合は除く。） 

  イ 届出の手続 

    次の事項を記載した届出書（様式第１４号）に障害福祉サービス受給者証又は地

域相談支援受給者証を添えて市町村に提出しなければならない。届出書には、変更

内容を証する書類を添付しなければならないが、市町村が公簿等によって確認でき

るときは省略させても差し支えない。 

    ① 支給決定障害者等又は地域相談支援給付決定障害者の氏名、居住地、生年月 

日及び連絡先 
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    ② 障害児である場合においては、障害児の氏名、生年月日及び保護者との続柄 

    ③ 変更した事項とその変更内容 

    ④ その他必要な事項 

※ 他の市町村の区域に居住地を変更した場合については、「第９ 転出・転入時

の事務」を参照。 

 

（２）変更事項の障害福祉サービス受給者証又は地域相談支援受給者証への記載 

    市町村は、支給決定障害者等又は地域相談支援給付決定障害者から居住地等の変更

の届出があったときは、障害福祉サービス受給者証又は地域相談支援受給者証にその

旨を記載するとともに、その者に返還しなければならない。 

   なお、「居住地欄」への加除訂正等の記載が難しい場合には、「予備欄」を活用す

る。 

 

13 支給決定又は地域相談支援給付決定の取消し 

  支給決定又は地域相談支援給付決定を行った市町村は、次に掲げる場合には、当該支

給決定又は地域相談支援給付決定を取り消すことができる（法第２５条第１項、法第５

１条の１０第１項）。 

支給決定又は地域相談支援給付決定の取消しを行った市町村は、厚生労働省令で定め

るところにより、当該取消しに係る支給決定障害者等又は地域相談支援給付決定障害者

に対し障害福祉サービス受給者証又は地域相談支援受給者証の返還を求めるものとす

る（法第２５条第２項、法第５１条の１０第２項）。 

（１）支給決定又は地域相談支援給付決定の取消しができる場合（法第２５条第１項各号、

法第５１条第１項各号、令第１４条、令第２６条の６） 

ア 支給決定又は地域相談支援給付決定に係る障害者等が、指定障害福祉サービス等、

基準該当障害福祉サービス又は指定地域相談支援を受ける必要がなくなったと認

めるとき。 

 イ 支給決定障害者等又は地域相談支援給付決定障害者が、支給決定又は地域相談支

援給付決定の有効期間内に、当該市町村以外の市町村の区域内に居住地を有するに

至ったと認めるとき（支給決定に係る障害者が特定施設（居住地特例が適用される

施設）に入所することにより当該市町村以外の市町村の区域内に居住地を有するに

至ったと認めるときを除く。）。 

  ウ 支給決定又は地域相談支援給付決定に係る障害者等又は障害児の保護者が、正当

な理由なしに障害支援区分の認定又は支給要否決定のための調査に応じないとき。 

  エ 支給決定障害者等又は地域相談支援給付決定障害者が、支給決定又は地域相談支
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援給付決定の申請又は支給決定の変更の申請に関し、虚偽の申請をしたとき。 

 

（２）支給決定又は地域相談支援給付決定の取消日 

  ア 転出による場合（（１）のイ） 

    原則として、転出日の翌日を支給決定又は地域相談支援給付決定の取消日とする

（取消日の前日で支給決定又は地域相談支援給付決定の有効期間が終了）。ただし、

転出先において転出日と同日（転入日）から支給を行う場合には転出日を支給決定

又は地域相談支援給付決定の取消日とする。 

いずれにしても、適宜利用者及び転出先市町村の連絡調整を行いながら、サービ

スの継続利用に支障がないよう留意する必要がある。 

  イ 転出以外の場合（（１）のア、ウ、エ） 

    当該事由により取消しを決定した日 

 

（３）支給決定又は地域相談支援給付決定の取消しの通知 

   市町村は、支給決定又は地域相談支援給付決定の取消しを行ったときは、次に掲げ

る事項を記載した書面により支給決定障害者等又は地域相談支援給付決定障害者に通

知し、障害福祉サービス受給者証又は地域相談支援受給者証の返還を求めるものとす

る（則第２０条第１項、則第３４条の４９第１項）。ただし、支給決定障害者等又は

地域相談支援給付決定障害者の障害福祉サービス受給者証又は地域相談支援受給者証

が既に市町村に提出されているときは、提出に係る記載は要しない（則第２０条第２

項、則第３４条の４９第２項）。 

① 支給決定又は地域相談支援給付決定の取消しを行った旨 

   ② 障害福祉サービス受給者証又は地域相談支援受給者証の返還の必要がある旨 

   ③ 障害福祉サービス受給者証又は地域相談支援受給者証の返還先及び返還期限 

ア 支給決定又は地域相談支援給付決定取消通知書の記載事項（様式例に基づく） 

      (ｱ) 障害福祉サービス受給者証又は地域相談支援受給者証番号 

   (ｲ) 支給決定障害者（保護者）又は地域相談支援給付決定障害者氏名 

   (ｳ) 支給決定又は地域相談支援給付決定の取消日 

     (ｴ) 支給決定に係る障害児氏名 

      (ｵ) 取消理由 

      (ｶ) 障害福祉サービス受給者証又は地域相談支援受給者証の返還先 

   (ｷ) 障害福祉サービス受給者証又は地域相談支援受給者証の返還期限 

イ 記載方法 

(ｱ) 障害福祉サービス受給者証又は地域相談支援受給者証番号 
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          当該取消しに係る支給決定障害者等又は地域相談支援給付決定障害者の障害福

祉サービス受給者証又は地域相談支援受給者証番号を記載する。 

   (ｲ) 支給決定障害者（保護者）又は地域相談支援給付決定障害者氏名 

当該取消しに係る支給決定障害者等又は地域相談支援給付決定障害者の氏名を

記載する。 

   (ｳ) 支給決定又は地域相談支援給付決定の取消日 

          支給決定又は地域相談支援給付決定の取消日は、当該支給決定又は地域相談支

援給付決定の効力が消滅する日を記載する。 

     (ｴ) 支給決定に係る障害児氏名 

          当該取消しに係る障害児の氏名を記載する。 

      (ｵ) 取消理由 

          当該支給決定又は地域相談支援給付決定を取消した理由を記載する。 

      (ｶ) 障害福祉サービス受給者証又は地域相談支援受給者証の返還先 

          当該取消しに係る支給決定障害者等又は地域相談支援給付決定障害者が、障害

福祉サービス受給者証又は地域相談支援受給者証を容易に返還できるよう所管

部署の名称、住所及び電話番号を明示する。 

   (ｷ) 障害福祉サービス受給者証又は地域相談支援受給者証の返還期限 

          障害福祉サービス受給者証又は地域相談支援受給者証の返還期限を記載する。 

     なお、具体的な返還期限については、各市町村の判断で設定することになる。 

 

14 支給決定又は地域相談支援給付決定の更新 

  ９に記載したとおり、支給決定又は地域相談支援給付決定の有効期間が終了した場合

において、支給決定障害者等又は地域相談支援給付決定障害者が引き続き当該障害福祉

サービス又は地域相談支援の利用を希望するときは、市町村は、支給決定障害者等又は

地域相談支援給付決定障害者からの支給申請に基づき、勘案事項等を勘案した結果、サ

ービスの利用継続の必要性が認められれば、改めて支給決定又は地域相談支援給付決定

をすることができる（この支給決定又は地域相談支援給付決定を以下「支給決定又は地

域相談支援給付決定の更新」という。）。 

  支給決定又は地域相談支援給付決定の更新に当たっては、以下のことに留意する。 

（１）障害支援区分との関係 

   介護給付費に係る支給決定については、障害支援区分の認定が必要であることから、

支給決定の更新に当たっては、障害支援区分の有効期間の範囲内で行うか、改めて障

害支援区分の認定をする必要がある。 

  ア 障害支援区分の認定を要しない場合 
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    障害支援区分の有効期間が３年であるのに対し、居宅介護の支給決定を１年の有

効期間で行っている場合など、認定されている障害支援区分の有効期間の範囲内で

支給決定の更新をすることができるときは、障害支援区分の有効期間の範囲内かつ

当該障害福祉サービスに係る支給決定の有効期間（最長期間）の範囲内で支給決定

の更新を行う。 

  イ 障害支援区分の認定の更新を行う場合 

   (ｱ) 障害支援区分の有効期間と支給決定の有効期間の終期が同じ場合 

障害支援区分の有効期間と同期間で支給決定を行っている場合など、障害支援

区分の有効期間と支給決定の有効期間の終期が同じ場合は、支給決定の更新に際

して改めて障害支援区分の認定が必要であるため、当初の支給決定手続と同様の

手続により障害支援区分の認定を行うものとする（当該認定を以下「障害支援区

分の更新認定」という。）。 

この場合の障害支援区分の更新認定の有効期間の開始日は、原則として、更新

前の障害支援区分の有効期間の満了日の翌日とする。 

   (ｲ) 障害支援区分の有効期間と支給決定の有効期間の終期が異なる場合 

障害支援区分の更新認定を要する場合は、障害支援区分の有効期間の終期と支

給決定の有効期間の終期が一致しているのが通常と考えられるが、障害支援区分

の有効期間の範囲内で支給決定をし、又は更新した結果、障害支援区分の有効期

間の残存期間があり、当該残存期間が支給決定の更新を行おうとする有効期間よ

りも著しく短い場合（３か月以下を目安）は、障害支援区分の更新認定をできる

ものとする。 

この場合の障害支援区分の更新認定の有効期間の開始日は、原則として、更新

後の支給決定の有効期間の開始日と合わせるものとする。 

 

（２）支給決定又は地域相談支援給付決定の更新に係る利用期間の取扱い 

   自立訓練等有期限の訓練等給付に係る障害福祉サービスなど、以下に掲げる支給決

定又は地域相談支援給付決定の更新に際しては、標準的な利用期間を念頭に置くほか、

利用継続の必要性について十分な評価検討を行う必要がある。 

  ア 訓練等給付等に係る障害福祉サービス等 

   (ｱ) 自立訓練等の標準利用期間が設定されているサービス 

    自立訓練等のサービスについては、サービスの長期化を回避するため、標準利

用期間を設定するとともに、当初支給決定期間は１年間までとしている。この１

年間の利用期間では、十分な成果が得られず、かつ、引き続きサービスを提供す

ることによる改善効果が具体的に見込まれる場合には、標準利用期間の範囲内で、
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１年ごとに支給決定期間の更新が可能である。 

なお、標準利用期間を超えて、さらにサービスの利用が必要な場合については、

市町村審査会の個別審査を経て、必要性が認められた場合に限り、最大１年間の

更新が可能である（原則１回）が、就労定着支援については３年間の標準利用期

間を超えて更新することはできない。 

※標準利用期間 

①自立訓練（機能訓練） 

１年６か月間（頸髄損傷による四肢の麻痺その他これに類する状態にあ

る場合は、３年間） 

       ②自立訓練（生活訓練） 

２年間（長期間入院していた又はこれに類する事由のある障害者にあっ

ては、３年間） 

③就労移行支援 

   ２年間（あん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師の資格取得を目

的とする養成施設を利用する場合は、３年間又は５年間） 

④就労定着支援 

  ３年間 

⑤自立生活援助 

１年間 

(ｲ) 宿泊型自立訓練 

宿泊型自立訓練は、従前の制度における知的障害者通勤寮や精神障害者生活訓

練施設等の機能を踏まえ、日中、一般就労や障害福祉サービスを利用している者

等を対象として、一定期間、夜間の居住の場を提供し、帰宅後に生活能力等の維

持・向上のための訓練を行うとともに、地域移行に向けた関係機関との連絡調整

等を行い、積極的な地域移行の促進を図るものとして類型化している。 

標準利用期間は、原則２年間（長期間入院していた又はこれに類する事由のあ

る障害者にあっては、３年間）とし、市町村は、利用開始から１年ごとに利用継

続の必要性について確認し、支給決定の更新を行う。 

この場合の「長期間入院していた又はこれに類する事由のある障害者」とは、

長期間、指定障害者支援施設等の入所施設に入所又は精神科病院等に入院してい

た者はもとより、長期間のひきこもり等により社会生活の経験が乏しいと認めら

れる者や発達障害のある者など２年間の利用期間では十分な成果が得られないと

認められる者等についても含むものとする。 

なお、標準利用期間を超えて支給決定の更新を行おうとする場合には、市町村
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審査会の意見を聴くものとする。 

(ｳ) 就労継続支援 

就労継続支援事業の対象者はＡ型及びＢ型ともに「通常の事業所に雇用される

ことが困難な障害者」とされていることから、支給決定の更新の段階で、協議会

や障害者雇用支援合同会議等において、それまでの利用実績、サービス管理責任

者による評価等を踏まえ、一般就労や他の事業の利用の可能性を検討し、更新の

要否を判断する。 

 (ｴ)共同生活援助における地域移行支援型ホーム 

      地域移行支援型ホームは、地域生活への移行プロセスを支える経過的な利用施

設（共同生活住居）と位置付け、以下の条件等を満たす場合に利用を限定してい

る。 

・経過的な利用とする（原則２年間） 

・地域住民との交わりを確保する 

・居住の場としてふさわしい環境を確保する 

・地域のサービス整備量が十分でない場合に限る 

・指定特定相談支援事業所がサービス等利用計画を作成した長期入院精神障

害者に限る 

      したがって、２年間を超えて支給決定の更新の申請があった場合には、市町村

は市町村審査会の意見を聴き、真に必要やむを得ない事情があるかどうかを十分

に確認し、真にやむを得ない場合に限って必要最小限の有効期間で更新するとと

もに、できるだけ早期に本来の地域移行ができるよう必要な調整を行うこと。 

(ｵ)共同生活援助におけるサテライト型住居の利用 

     共同生活援助（日中サービス支援型指定共同生活援助を除く。）におけるサテラ

イト型住居は、地域において単身等で生活をしたいという明確な目的意識を持っ

た障害者の利用期間の長期化を回避する観点から、当該サテライト型住居に入居

してから原則として３年の間に一般住宅等へ移行できるよう、他の障害福祉サー

ビス事業者等との十分な連携を図りつつ、計画的な支援を行うものとしている。 

   したがって、入居から３年間を超える支給決定の更新の申請があった場合には、

市町村審査会の意見を聴き、引き続き、サテライト型住居を利用することにより

単身生活への移行が見込まれる場合等については支給決定を更新し、サテライト

型住居において共同生活援助の提供を行うことが可能である。なお、サテライト

型住居の利用継続の必要性が認められない場合であっても、支給決定を更新し、

サテライト型住居以外の共同生活住居において共同生活援助の提供を行うことは

可能であること。 
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  イ 地域相談支援 

(ｱ) 地域移行支援 

     地域移行支援は、長期にわたり漫然と支援を継続するのではなく、一定の期間

の中で目標を立てた上で効果的に支援を行うことが望ましいサービスであるた

め、則第３４条の４２第１項において給付決定期間を６ヶ月間までとしている。

この期間では、十分な成果が得られず、かつ、引き続き地域移行支援を提供する

ことによる地域生活への移行が具体的に見込まれる場合には、６ヶ月間の範囲内

で給付決定期間の更新が可能である。 

なお、更なる更新については、必要に応じて市町村審査会の個別審査を経て判

断すること。 

   (ｲ) 地域定着支援 

     地域定着支援は、則第３４条の４２第１項において給付決定期間を１年間まで 

としている。  

対象者や同居する家族等の心身の状況や生活状況、緊急時支援の実績等を踏ま

え、引き続き地域生活を継続していくための緊急時の支援体制が必要と見込まれ

る場合には、１年間の範囲内で給付決定期間の更新が可能である。（更なる更新に

ついても、必要性が認められる場合については更新可。） 

 

（３）支給決定及び地域相談支援給付決定の更新の手続 

   「支給決定及び地域相談支援給付決定の更新」は、通常の支給決定及び地域相談支

援給付決定として行うものであるが、支給決定及び地域相談支援給付決定に係る障害

者等のサービス利用に支障が生じないよう、更新前の支給決定又は地域相談支援給付

決定の有効期間が満了するまでに障害支援区分の認定（必要な場合に限る。）を含めて

支給決定及び地域相談支援給付決定の更新手続が終了するよう留意する必要がある。 

制度上、支給決定又は地域相談支援給付決定の有効期間の満了する日の何日前まで

に更新に係る支給申請をすることは定められていないので、市町村は、各々が定める

支給決定及び地域相談支援給付決定に係る行政手続法上の標準処理期間を念頭に置き

つつ、支給決定又は地域相談支援給付決定の有効期間の満了する日の何日前から何日

前までの間に更新に係る支給申請を行うよう支給決定障害者等又は地域相談支援給付

決定障害者に周知するとともに、指定一般相談支援事業者、指定特定相談支援事業者、

サービス事業所・施設等に対しても、適切な申請援助ができるよう併せて周知を図る

こと。 

Ⅷ 利用者負担上限月額の認定 

  市町村は、支給決定に際し、申請者からの利用者負担額減額・免除申請等に基づいて
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利用者負担上限月額を認定し、支給決定内容と併せて通知を行う。 

（１）認定の基準 

   （「利用者負担マニュアル」を参照。） 

 

※ 障害福祉サービスの利用を希望する者であって、生活保護の申請を行った者が、

負担上限月額を０円にしてもなお要保護である場合であっても、あくまでも本人

に生活保護を受給する意思がないことが確認でき、法による減免のみを受けるこ

とを希望した場合には、利用者負担を免除して差し支えない。 

     こうした取扱いを希望する者については、当面、生活保護への移行防止措置と

同様に、生活保護の手続を経て判定するものとする。 

     なお、当該取扱いは、本人に生活保護を受給する意思のないことが確認できる

場合のみ例外的に認められるものであることに十分留意されたい。 

 

（２）認定手続等 

  ア 手続 

 原則として、支給申請時に、申請者から負担上限月額の認定に必要な書類を添付

した利用者負担減額・免除等申請書（様式例では、申請者の利便等に鑑み支給申請

書と一本化している。一般世帯等で減免を要しない場合は当該部分の記載は不要。）

の提出を受け、負担上限月額の認定を行うとともに、支給決定内容と併せて通知を

行う。 

  イ 適用期間（見直し時期） 

   (ｱ) 基本的な考え方 

     認定した負担上限月額の適用期間は、原則として、支給決定の有効期間が１年

以内の場合は、支給決定の有効期間の満了日までとし、支給決定の有効期間が１

年を超える場合にあっては、翌年（認定を行った日の属する月が１月から６月ま

での間であるときは当該年）の６月３０日までとして１年ごとに見直しを行う。

支給決定の有効期間と認定の基礎とする収入年との関係により、この原則により

難い場合は、市町村が適切と認める時期に見直しを行うこととして個別に適用期

間を定めて差し支えない。 

     いずれにしても、負担上限月額は、前年（認定を行う日の属する月が１月から

６月までの間であるときは前々年）の収入を基礎として認定することに鑑み、１

年に１回適切に見直しが行われるよう留意すること。 

   (ｲ) 支給決定の有効期間が異なるサービスを併給している者の取扱い 

     支給決定の有効期間が１年以内である居宅介護と３年以内である生活介護の組
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合せなど、支給決定の有効期間が異なるサービスを併給している者の負担上限月

額の見直し時期については、 

・有効期間が１年以内であるサービスに係る支給決定の更新時とする 

・毎年７月とする 

    方法が考えられるが、いずれの時期に見直しを行うかについては、支給決定障害

者等における手続の利便、市町村の事務処理体制等を考慮し、各々の市町村で判

断するものとする。 

     なお、その際、同一の世帯に複数の支給決定障害者等があり、高額障害福祉サ

ービス等給付費の支給対象世帯となる場合は、支給対象月について当該世帯に属

する複数の支給決定障害者等の負担上限月額の認定基礎となる市町村民税課税年

度（収入年）を統一する必要があることに留意すること。 

 

（３）世帯異動等があった場合の取扱い 

  ア 負担上限月額を変更する場合 

    負担上限月額の適用期間の途中で、支給決定障害者等に支給決定に係る障害福祉

サービスの変更、世帯構成の異動、所得更正等、負担上限月額の認定の基礎として

いる事由に変更が生じた場合は、必要に応じて当該事由を証する書類を添えて、負

担上限月額の減額・免除等（変更）申請を受け、変更の認定を行う。 

  イ 変更後の適用年月日 

    負担上限月額を変更する場合は、負担上限月額が月を単位として定められるもの

であることに鑑み、原則として申請のあった日の属する月の翌月（申請が月の初日

にあった場合は当該月）から変更を行うものとする。 

ただし、生活保護受給世帯となった場合及び生活保護境界層該当となった場合は、

申請日の属する月から負担上限月額の変更を行うものとし、また、月の途中で介護

給付費の支給決定を受けて療養介護を利用する場合についても、申請日の属する月

から医療型入所施設に係る負担上限月額に変更を行うものとする。 

 

Ⅸ 受給者証の交付 

  市町村は、介護給付費等の支給決定又は地域相談支援給付決定を行ったときは、当該

支給決定を受けた障害者又は障害児の保護者（以下「支給決定障害者等」という。）又

は地域相談支援給付決定を受けた障害者に対し、厚生労働省令で定めるところにより、

支給量又は地域相談支援給付量その他の必要な事項を記載した障害福祉サービス受給

者証又は地域相談支援受給者証を交付しなければならない（法第２２条第８項、法第５

１条の７第８項）。また、療養介護にあっては、加えて療養介護医療受給者証を交付し



 

- 104 - 

なければならない（法第６４条の２第３項）。 

 

１ 受給者証の意義 

  受給者証は、支給申請を行った障害者又は障害児の保護者が支給決定又は地域相談支

援給付決定を受けていること及びその内容を証する証票であり、支給決定障害者等又は

地域相談支援給付障害者は、当該受給者証を指定障害福祉サービス事業者等又は指定一

般相談支援者に提示することにより、当該事業者等との間で法定代理受領（現物給付）

によりサービスを利用することができる。 

  したがって、指定障害福祉サービス等を受けようとする支給決定障害者等又は指定地

域相談支援を受けようとする地域相談支援給付決定障害者は、サービスを受けるに当た

っては、その都度、指定障害福祉サービス事業者等又は指定一般相談支援事業者に対し

て障害福祉サービス受給者証及び地域相談支援受給者証を提示しなければならない。た

だし、緊急の場合その他やむを得ない事由のある場合については、この限りではない（法

第２９条第２項、法第５１条の１４第２項、則第２６条、則第３４条の５２）。 

 

２ 受給者証の様式例 

  様式第１１号、１２号及び１３号のとおり。 

  ※ 受給者証には必要な事項が記載される必要があること、自治体ごとに様々な様式

が用いられるとサービス事業者等が混乱することから、標準様式として示している。

ただし、基本的なレイアウトに著しい変更がなく、必要な記載事項が網羅されてお

り、表記も適切なものであれば、市町村において適宜工夫することは差し支えない。

ただし、その場合は、地域のサービス事業者等には十分周知を図ることが必要であ

る。 

 （工夫の例） 

    ・項目ごとの記載欄を増やし、変更履歴がわかるようにする。 

    ・事業者記入欄を切り離し、受給者証の更新時に継続利用ができるようにする。 

 

３ 受給者証の記載事項 

  市町村は、次に掲げる事項を記載して受給者証を交付する（則第１４条、則第３４条

の４１、則第６４条の２第３項）。 

①  支給決定障害者等、地域相談支援給付決定障害者又は療養介護医療費支給対象障

害者の氏名、居住地及び生年月日 

②  支給決定に係る障害者等が障害児である場合は、当該障害児の氏名及び生年月日 

③  障害福祉サービス受給者証、地域相談支援受給者証又は療養介護医療受給者証の
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交付の年月日及び障害福祉サービス受給者証若しくは地域相談支援受給者証番号又

は受給者番号 

④ 支給量又は地域相談支援給付量 

⑤ 支給決定又は地域相談支援給付決定の有効期間 

⑥ 障害支援区分（障害の種類及び程度） 

⑦ 負担上限月額に関する事項 

⑧ その他市町村が必要と認める事項 

  ※ 地域相談支援受給者証については、②、⑥、⑦は記載不要。 

  ※ 療養介護医療受給者証については、②、④、⑥は記載不要。 

 

４ 障害福祉サービス受給者証の記載方法 

（１）基本情報欄（一面） 

ア 受給者証番号欄 

  市町村が支給決定障害者等ごとに付番する１０桁の番号を記載する。 

  なお、１～９桁目は任意番号であるが、１０桁目は検証番号（チェックデジット）

であること。 

  ※ 同一の保護者が複数の障害児の支給決定を受ける場合も、障害児ごとに付番

し、同一番号を付番しない。 

  ※ 同一の者に障害福祉サービス受給者証及び地域相談支援受給者証を交付する

場合においては、同一の番号とすることができる。 

イ 支給決定障害者等欄 

    支給決定を行った障害者又は障害児の保護者の居住地、氏名及び生年月日を記載

する。 

    居住地は、原則として住民基本台帳上の住所地を記載するが、住民基本台帳上の

住所と居住地が異なっている場合で、市町村が居住地に基づいて支給決定をしたと

きは居住地を記載する。 

※ 居住地特例の対象となる特定施設に住所を移した場合で、特定施設入所前の

居住地市町村として引き続き介護給付費又は訓練等給付費を支給する場合は、

当該特定施設の所在地を記載する。 

ウ 障害児（児童）欄 

  支給決定を障害児の保護者に対して行った場合は、支給決定に係る障害児の氏名

及び生年月日を記載する。 

エ 障害種別 

  支給決定に係る障害者等の障害種別に応じて、下記の番号を○で囲む。（重複障
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害を有する場合は、それぞれの該当番号を○で囲む。） 

身体障害者（児）・・・１ 

知的障害者（児）・・・２ 

精神障害者（児）・・・３ 

難病等対象者（児）・・４（国保連支払システムと連動している場合は「５」

になることに留意） 

オ 交付年月日 

        障害福祉サービス受給者証を実際に交付した日を記載する。 

     ※ 支給決定の有効期間の開始前に交付する場合や、紛失等による再交付の場

合も、実際の交付日を記載する。 

  カ 支給市町村名及び印 

        市町村番号、支給市町村の名称、所在地及び担当窓口の連絡先電話番号を記      

載する。 

 同欄に押印する印は、市町村長印又は市町村印とする（各市町村の公印規程等に

定めるところによる。）。印影印刷により処理することも差し支えない。 

なお、支給決定事務を福祉事務所長に委任している場合における同欄に押印する

印について、当該福祉事務所長印とするか市町村長（市町村）印とするかは市町村

の判断による。  

 

（２）介護給付費の支給決定内容欄（二面・三面） 

  ア 障害支援区分及び認定有効期間 

    介護給付費の支給決定に際して認定した障害支援区分及びその有効期間を記載す

る。 

   （記載例） 

    ① 障害支援区分 非該当、区分１、区分２、・・・、区分６ 

② 認定有効期間 平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで 

       ※ 「非該当」の場合は、有効期間は設定されないので、「―」とする。 

       ※ 同行援護において、障害支援区分認定を行わない場合の上記①は「－」

とし、有効期間は設定されないので、「－」とする。 

 

   イ サービス種別、支給量等、支給決定期間 

    支給決定を行った障害福祉サービスの種類、当該サービスの種類の支給量、支給

決定の有効期間、その他支給決定時に市町村が決定、確認等を行った報酬請求等に

必要な事項等を、サービスの区分ごとに記載する。 
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   (ｱ) サービス種別 

以下の区分で記載する。 

          ・居宅介護（居宅における身体介護中心） 

・居宅介護（通院等介助（身体介護を伴う場合）中心） 

・居宅介護（家事援助中心） 

・居宅介護（通院等介助（身体介護を伴わない場合）中心） 

・居宅介護（通院等乗降介助中心） 

     ・重度訪問介護 

     ・同行援護 

・行動援護 

     ・療養介護 

・生活介護 

     ・短期入所 

・重度障害者等包括支援 

     ・施設入所支援 

   (ｲ) 支給量等 

     サービス種別ごとに支給決定した支給量、当該サービスに係る報酬の算定上あ

らかじめ市町村において決定、確認等が必要な事項、その他必要な事項について

記載する。 

ａ 支給量の記載例 

  以下は記載例であり、事業者が記載内容の意味を誤解するおそれがないと認

められる限りにおいて、各市町村の判断により適宜略記等することは差し支え

ない。 

(a) 居宅介護（居宅における身体介護中心）、居宅介護（通院等介助（身体介

護を伴う場合）中心）、居宅介護（家事援助中心）、居宅介護（通院等介

助（身体介護を伴わない場合）中心） 

・・・○○時間３０分／月（１回当たり○時間まで） 

※ １回当たりの標準利用可能時間数（身体介護３時間まで、

家事援助１．５時間まで）を超える承認をする場合、しない

場合を含め、１回当たり利用可能時間数を記載する。 

※ 家事援助において、最初の３０分以降は１５分を単位とす

る。 

 (b) 居宅介護（通院等乗降介助中心）・・・○○回／月 

(c) 同行援護・・・○○時間３０分／月 
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(d) 行動援護・・・○○時間３０分／月 

(e) 重度訪問介護・・・○○時間３０分（うち移動介護○○時間３０分）／月 

(f) 生活介護・・・当該月の日数から８日を控除した日数／月 

(g) 短期入所・・・○○日／月 

(h) 重度障害者等包括支援・・・（○○単位×当該月の日数）単位／月 

(i) 療養介護、施設入所支援・・・当該月の日数／月 

ｂ その他記載が必要な加算事項等及びその記載例 

     (a) 居宅介護 

       ・報酬加算対象者の確認・・・特別地域加算 

・２人介護の承認・・・２人介護可 

     (b) 重度訪問介護 

       ・報酬加算対象者の確認・・・８．５％加算（区分６該当者加算）、１５％

加算（重度障害者等包括支援対象者加算）、特別地域加算 

       ・２人介護の承認・・・２人介護可 

       ・熟練ヘルパーによる同行支援の承認・・・同行支援可（○○人、○○時 

間○○分） 

※ ○○人は新任従業者の総数、○○時間○○分は同行支援の総時間数 

(c) 同行援護 

・報酬加算対象者の確認・・・２０％加算（区分３該当者加算）、４０％

加算（区分４以上該当者加算）２５％加算（盲ろう者該当加算）、特別

地域加算 

・２人介護の承認・・・２人介護可 

 (d) 行動援護 

       ・報酬加算対象者の確認・・・特別地域加算 

・２人介護の承認・・・２人介護可 

(e) 生活介護 

・重度障害者支援加算対象者の確認 

障害支援区分の認定調査項目のうち１２項目の調査等の合計点数が１０

点以上である者・・・重度支援（知的） 

  (f) 短期入所 

    ・障害児の単価区分の決定・・・区分１、区分２、区分３ 

    ・医療型の確認 

①療養介護対象者・・・医療型（療養介護） 

②重症心身障害児・・・医療型（重心） 
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③遷延性意識障害者等、筋萎縮性側索硬化症等の運動ニューロン系疾病

を有する者・・・医療型（その他） 

       ・重度障害者支援加算対象者の確認・・・重度支援（強度行動障害の場合、

その旨も記載） 

(g) 重度障害者等包括支援 

       ・報酬加算対象者の確認・・・特別地域加算 

・地域生活移行個別支援特別加算・・・地域生活移行個別支援（令和○年

○月○日から令和○年○月○日まで） 

・精神障害者地域移行特別加算・・・精神障害者地域移行（令和○年○月

○日まで） 

・強度行動障害者地域移行特別加算・・・強度行動障害者地域移行（令和

○年○月○日まで） 

 

    ・共同生活援助利用型の決定・・・共同生活援助利用型 

(h) 施設入所支援 

       ・重度障害者支援加算対象者の確認 

        ① 医師意見書により特別な医療が必要とされる身体障害者（②を除

く）・・・重度支援（身体・基本） 

② 区分６かつ気管切開を伴う人工呼吸器による呼吸管理が必要な者

又は重症心身障害者・・・重度支援（身体・重度） 

        ③ 障害支援区分の認定調査項目のうち１２項目の調査等の合計点数が

１０点以上である者・・・重度支援（知的） 

・地域生活移行個別支援特別加算 

・・・地域生活移行個別支援（令和○年○月○日から令和○年○月○

日まで） 

(ｳ) 支給決定期間 

         サービス種別ごとに、支給決定の有効期間を記載する。 

   

（３）訓練等給付費の支給決定内容欄（四面） 

  ア 障害支援区分及び認定有効期間 

    訓練等給付費（共同生活援助に係るものに限る。）の支給決定に際して認定した

障害支援区分及びその有効期間を記載する。 

   （記載例） 

    ① 障害支援区分 非該当、区分１、区分２、・・・、区分６ 
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② 認定有効期間 令和○年○月○日から令和○年○月○日まで 

       ※ 「非該当」の場合は、有効期間は設定されないので、「―」とする。 

       ※ 障害支援区分認定を行わない場合の上記①は「－」とし、有効期間は

設定されないので、「－」とする。 

 

なお、介護給付費及び訓練等給付費（共同生活援助に係るものに限る。）の両方

の支給決定を受けている者については、「介護給付費の支給決定内容欄（二面）」又

は「訓練等給付費の支給決定内容欄（四面）」のいずれか一方のみに記載することと

して差し支えない。 

  イ サービス種別、支給量等、支給決定期間 

    介護給付費の支給決定内容欄の記載方法と同様、支給決定を行った障害福祉サー

ビス又は施設障害福祉サービスの種類、当該サービス種類の支給量、支給決定の有

効期間、その他支給決定時に市町村が決定、確認等を行った報酬請求等に必要な事

項等を、サービス種別ごとに記載する。  

(ｱ) サービス種別 

以下の区分で記載する。 

          ・自立訓練（機能訓練） 

・自立訓練（生活訓練） 

     ・宿泊型自立訓練 

・就労移行支援 

     ・就労移行支援（養成施設） 

     ・就労継続支援Ａ型（雇用有）又は（雇用無） 

     ・就労継続支援Ｂ型 

     ・就労定着支援 

     ・自立生活援助 

     ・共同生活援助      

   (ｲ) 支給量等 

     サービス種別ごとに支給決定した支給量、当該サービスに係る報酬の算定上あ

らかじめ市町村において決定、確認等が必要な事項、その他必要な事項について

記載する。 

ａ 支給量の記載例 

     (a) 自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援 

・・・当該月の日数から８日を控除した日数／月 

     (b) 宿泊型自立訓練・・・当該月の日数／月 

     (c) 就労定着支援・・・当該月の日数／月 
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     (d) 自立生活援助・・・当該月の日数／月 

     (e)共同生活援助・・・当該月の日数／月（受託居宅介護サービス・・・○○時

間（１５分単位）／月） 

※ 共同生活援助を一時的に体験利用する場合にあっては、連続して利用

可能な日数と年間で利用可能な日数を記載する。 

        ｂ その他記載が必要な加算事項等及びその記載例 

(a) 自立訓練（機能訓練） 

       ・視覚障害者であることの確認・・・視覚障害 

・報酬加算対象者の確認・・・特別地域加算 

・社会生活支援特別加算・・・社会生活支援（令和○年○月○日から令和

○年○月○日まで） 

  (b) 自立訓練（生活訓練） 

・視覚障害者であることの確認・・・視覚障害 

・報酬加算対象者の確認・・・特別地域加算 

・社会生活支援特別加算・・・社会生活支援（令和○年○月○日から令和

○年○月○日まで） 

    ・精神障害者退院支援施設利用の承認・・・退院支援施設 

（c）宿泊型自立訓練 

  ・長期間入院していた者等であることの確認・・・長期入院等 

・地域生活移行個別支援特別加算・・・地域生活移行個別支援（令和○年

○月○日から令和○年○月○日まで） 

・精神障害者地域移行特別加算・・・精神障害者地域移行（令和○年○月

○日まで） 

・強度行動障害者地域移行特別加算・・・強度行動障害者地域移行（令和 

○年○月○日まで）   

(d) 就労移行支援 

    ・精神障害者退院支援施設利用の承認・・・退院支援施設 

・通所利用が困難で、在宅による支援がやむを得ないと市町村が判断した

利用者の確認・・・在宅利用 

・通所利用が困難で、在宅による支援がやむを得ないと市町村が判断した

利用者（在宅利用者）であって、ホームヘルパーによる生活支援が必要

と判断した利用者・・・在宅時生活支援 

・社会生活支援特別加算・・・社会生活支援（令和○年○月○日から令和

○年○月○日まで） 
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(e) 就労継続支援Ａ型 

  ・雇用契約を締結しない者の確認・・・雇用無 

  ・雇用契約を締結する者の確認・・・雇用有 

      ・障害基礎年金１級受給者の確認・・・障害年金１級 

・通所利用が困難で、在宅による支援がやむを得ないと市町村が判断した

利用者の確認・・・在宅利用 

・通所利用が困難で、在宅による支援がやむを得ないと市町村が判断した

利用者（在宅利用者）であって、ホームヘルパーによる生活支援が必要

と判断した利用者・・・在宅時生活支援 

・社会生活支援特別加算・・・社会生活支援（令和○年○月○日から令和

○年○月○日まで） 

(f) 就労継続支援Ｂ型 

       ・障害基礎年金１級受給者の確認・・・障害年金１級 

・通所利用が困難で、在宅による支援がやむを得ないと市町村が判断した

利用者の確認・・・在宅利用 

・通所利用が困難で、在宅による支援がやむを得ないと市町村が判断した

利用者（在宅利用者）であって、ホームヘルパーによる生活支援が必要

と判断した利用者・・・在宅時生活支援 

・社会生活支援特別加算・・・社会生活支援（令和○年○月○日から令和

○年○月○日まで） 

     (g) 自立生活援助 

       ・施設の退所等から１年未満の者の確認・・・退所後１年未満 

       ・施設の退所等から１年以上又はそれ以外の者の確認…退所後１年以上・

その他 

       ・報酬加算対象者の確認・・・特別地域加算 

(h) 共同生活援助 

・重度障害者居宅介護利用対象者の確認・・・重度居宅介護 

  ・重度障害者支援加算対象者の確認・・・重度支援 

・地域生活移行個別支援特別加算・・・地域生活移行個別支援（令和○年

○月○日から令和○年○月○日まで） 

・精神障害者地域移行特別加算・・・精神障害者地域移行（令和○年○月

○日まで） 

・強度行動障害者地域移行特別加算・・・強度行動障害者地域移行（令和

○年○月○日まで） 
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 (ｳ) 支給決定期間 

          サービス種別ごとに支給決定の有効期間を記載する。 

  ウ 予備欄 

   (ｱ) 本支給決定期間を含む暫定支給決定をしたときは「支給決定期間のうち令和○

年○月○日から令和○年○月○日までは暫定支給決定期間とする。」等と記載す

る。 

(ｲ) その他訓練等給付に係る記載事項について記載欄が不足する場合は、適宜当該

欄を活用して記載する。 

                                       

（４）計画相談支援給付費の支給内容（五面） 

計画相談支援給付費の支給を行う者については、支給期間、指定特定相談支援事業

者名及びモニタリング期間（継続サービス利用支援に係る法第５条第２３項に規定す

る厚生労働省令で定める期間をいう。以下同じ。）をそれぞれ該当欄に記載する。 

モニタリング期間欄については、併せて、当該モニタリング期間に係る継続サービ

ス利用支援の開始月と終期月（開始月と終期月が同一の場合は当該月）を括弧書きで

記載する（記載例：６月ごと（令和○年○月～令和○年○月又は令和○年○月））。 

また、特別地域加算対象者については、予備欄に「特別地域加算対象者決定」と記

載する。居宅介護支援費重複減算Ⅰ・Ⅱ、介護予防支援費重複減算の対象者について

は、予備欄に「居宅介護支援費重複減算Ⅰ決定」等と記載する。 

なお、障害福祉サービス受給証及び地域相談支援受給者証の両方を有する者につい

ては、障害福祉サービス受給者証の「計画相談支援給付費の支給内容（五面）」のみに

記載することとして差し支えない。 

 

（５）特定障害者特別給付費の支給内容（五面） 

障害者支援施設の入所者又は共同生活援助を行う住居の入居者のうち特定障害者特

別給付費（補足給付）の支給対象となる者については、決定した支給額（施設入所支

援にあっては、日額。共同生活援助にあっては、月額。）及び適用期間（適用開始日

から次の見直し予定日の前日まで）をそれぞれ該当欄に記載する。 

なお、障害者支援施設等に現に入所している者のうち特定障害者特別給付費（補足

給付）の支給対象となる者が共同生活援助において体験的な利用を行う場合は、当該

体験的な利用に係る特定障害者特別給付費（補足給付）の支給決定額（月額）及び適

用期間（適用開始日から次の見直し予定日の前日まで）をそれぞれ該当欄に記載する。 

 

（６）利用者負担に関する事項（六面） 
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   支給決定した障害福祉サービスの種類に応じて決定した負担上限月額等について、

それぞれ該当欄に記載する。 

  ア 負担上限月額欄 

(ｱ) 負担上限月額 

  決定された利用者負担上限月額を記載する。 

  ※ 医療型個別減免や生活保護への移行防止措置（境界層措置）の適用がある

場合は、その適用後の額を記載する。 

(ｲ) 適用期間 

  決定された負担上限月額が適用される期間（適用開始日から次の見直し予定日

の前日まで）を記載する。 

  イ 食事提供体制加算適用欄 

(ｱ) 食事提供体制加算対象者 

食事提供体制加算対象者（低所得１・低所得２の世帯に属する者を含む。）につ

いては「該当」又は「該当者」と記載する。 

(ｲ) 適用期間 

  当該加算対象者については、原則として負担上限月額の適用期間と同様の期間

を記載する。例外的に負担上限月額と適用期間が異なる場合は、当該加算の適用

期間（適用開始日から次の見直し予定日の前日まで）を記載する。 

ウ 利用者負担上限額管理欄 

(ｱ) 利用者負担上限額管理対象者該当の有無 

  上限額管理対象者に該当する場合は「該当」又は「該当者」と記載する。 

(ｲ) 利用者負担上限額管理事業所名 

上限額管理対象者から上限額管理依頼（変更）届出のあった事業所名を記載す

る。 

※ 居住系サービスの利用者、計画相談支援給付費の支給対象者のうち毎月継

続サービス利用支援を行う利用者など、利用施設又は事業所が上限額管理を

行うこととされている場合についても当該届出を求め、届出に基づいて記載

する。（詳細は、「第６ 利用者負担の上限額管理事務」を参照） 

 

（７）予備欄及び特記事項欄（共通） 

  ア 予備欄 

    記載欄が不足する場合は、適宜予備欄に記載する。 

  イ 特記事項欄 

    特に専用の記載欄を設けていない事項や、地方単独事業に係る取扱いなどで受給
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者証に記載すべき事項がある場合は、適宜特記事項欄に記載する。 

   （特記事項の例） 

    ・法第３１条に基づき特例給付割合を設定した者 

・・・利用者負担額○○○円（令和○年○月○日から令和○年○月○日まで） 

 

（８）事業者記入欄（七、八、十面） 

事業者は、サービス提供に当たって、支給決定障害者等から受給者証の提示を受け、

提供するサービスの種類及び区分ごとに、番号１から順番にその契約内容を記載する。 

    ア 事業者及びその事業所の名称 

    指定を受けた際に届け出た事業者及びその事業所の名称を記載する。 

  イ サービス内容 

    支給決定障害者等と契約を締結したサービスの内容を記載する。  

  ウ 契約支給量 

支給決定障害者等と契約を締結したサービスの種類ごとに１月当たりの契約支給

量を記載する。 

  エ 当該契約支給量によるサービス提供終了日 

       当該契約支給量によるサービス提供を終了したとき、その終了した日を       

記載する。 

  オ サービス提供終了月中の終了日までの既提供量 

    当該契約支給量によるサービス提供を終了したとき、当該サービス提供      

終了月中の終了日までの既提供量を記載する。 

  カ 事業者確認印 

    事業者確認印は、事業者名を特定することができる印とする。 

 

（９）短期入所事業者実績記入欄（九面） 

   短期入所事業者は、サービス提供に当たって、支給決定障害者等から受給者証の提

示を受け、提供するサービスの区分ごとに、番号１から順番にその契約内容（実績記

録）を記載する。 

  ア 事業者及びその事業所の名称 

    指定を受けた際に届け出た事業者及びその事業所の名称を記載する。 

  イ 実施日 

    サービス提供を行った期間を記載する。 

  ウ 日数 

    サービス提供を行った日数を記載する。 
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  エ 累計 

    番号１から順番に、記載した番号の欄まで、月ごとにサービス提供を行った日数

の累計を記載する。 

  オ 事業者確認印 

     事業者確認印は、事業者名を特定することができる印とする。 

 

（10）居住系サービス実績記入欄（十一面） 

   居住系サービスを提供する事業者（療養介護事業者を含む）は、入退所の状況を記

載する。 

  ア 事業者及びその事業所の名称 

    指定を受けた際に届け出た事業者及びその事業所の名称を記載する。 

  イ 入所（居）日 

    サービス利用契約を締結し、支給決定障害者が入所（入居）した場合、入所（入

居）した日を記載する。 

  ウ 退所（居）日 

    サービス利用契約を解消し、支給決定障害者が退所（退居）した場合、退所（退

居）した日を記載する。 

  エ 事業者確認印 

     事業者確認印は、事業者名を特定することができる印とする。 

  オ 予備欄 

共同生活援助に係る支給決定を受けた障害者が、サテライト型住居に入居する場合、市町

村に入居予定日を連絡の上、当該サテライト型住居に入居した年月日を記載する。なお、

当該サテライト型住居を退居する場合は、退居した年月日を記載する。 

 

（11）就労定着支援及び自立生活援助事業者実績記入欄（十二面） 

就労定着支援及び自立生活援助を提供する事業者は、利用の開始及び終了の状況を

記載する。 

ア 事業者及びその事業所の名称 

指定を受けた際に届け出た事業者及びその事業所の名称を記載する。 

イ 契約日 

サービス利用契約日を記載する。 

ウ サービス提供終了日 

サービス提供を終了した日を記載する。 

エ 事業者確認印 
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事業者確認印は、事業者名を特定することができる印とする。 

 

 

５ 地域相談支援受給者証の記載方法 

（１）基本情報欄（一面） 

ア 地域相談支援受給者証番号欄 

  市町村が地域相談支援給付決定障害者ごとに付番する１０桁の番号を記載する。 

  なお、１～９桁目は任意番号であるが、１０桁目は検証番号（チェックデジット）

であること。 

  ※ 同一の者に障害福祉サービス受給者証及び地域相談支援受給者証を交付する

場合においては、同一の番号とすることができる。 

イ 地域相談支援給付決定障害者欄 

    地域相談支援給付決定障害者の居住地、氏名及び生年月日を記載する。 

    ※ その他については、障害福祉サービス受給者証の支給決定障害者等欄の記載

方法と同様。 

ウ 障害種別 

  地域相談支援給付決定障害者の障害種別に応じて、下記の番号を○で囲む。（重

複障害を有する場合は、それぞれの該当番号を○で囲む。） 

   身体障害者・・・１ 

   知的障害者・・・２ 

   精神障害者・・・３ 

難病等対象者・・４（国保連支払システムと連動している場合は「５」になる

ことに留意） 

エ 交付年月日 

        地域相談支援受給者証を実際に交付した日を記載する。 

    ※ 地域相談支援給付決定の有効期間の開始前に交付する場合や、紛失等による

再交付の場合も、実際の交付日を記載する。 

  オ 支給市町村名及び印 

        市町村番号、支給市町村の名称、所在地及び担当窓口の連絡先電話番号を記      

載する。 

 ※ 支給市町村名及び印欄については、障害福祉サービス受給者証の支給市町村

名及び印欄の記載方法と同様。 

 

（２）地域相談支援給付費の地域相談支援給付決定内容欄（二面） 
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ア 地域相談支援の種類、地域相談支援給付量等、地域相談支援給付決定の有効期間 

    地域相談支援給付決定を行った地域相談支援の種類、当該地域相談支援の種類の

地域相談支援給付量、地域相談支援給付決定の有効期間、その他地域相談支援給付

決定時に市町村が決定、確認等を行った報酬請求等に必要な事項等を、地域相談支

援の種類ごとに記載する。 

(ｱ) 地域相談支援の種類 

以下の種類で記載する。 

・地域移行支援 

・地域定着支援 

(ｲ) 地域相談支援給付量等 

     地域相談支援の種類ごとに地域相談支援給付決定した地域相談支援給付量、当

該地域相談支援に係る報酬の算定上あらかじめ市町村において決定、確認等が必

要な事項、その他必要な事項について記載する。 

ａ 給付量の記載例 

  以下は記載例であり、事業者が記載内容の意味を誤解するおそれがないと認

められる限りにおいて、各市町村の判断により適宜略記等することは差し支え

ない。 

(ａ) 地域移行支援・・・当該月の日数／月 

     (ｂ) 地域定着支援・・・当該月の日数／月 

ｂ その他記載が必要な加算事項等及びその記載例 

      (ａ) 地域移行支援 

       ・報酬加算対象者の確認・・・特別地域加算 

(ｂ) 地域定着支援 

  ・報酬加算対象者の確認・・・特別地域加算 

(ｳ) 地域相談支援給付決定期間 

地域相談支援の種類ごとに、地域相談支援給付決定の有効期間を記載する。 

イ 予備欄 

  その他地域相談支援給付費に係る記載事項について記載欄が不足する場合は、適

宜当該欄を活用して記載する。（三面についても同じ。） 

 

（３）一般相談支援事業者記載欄（三面）    

地域相談支援を提供する事業者（指定一般相談支援事業者）は、地域相談支援の種

類ごとに利用者の状況等を記載する。 

  ア 提供する地域相談支援の種類 
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    提供する地域相談支援の種類（地域移行支援・地域定着支援）を記載する。 

イ 事業者及びその事業所の名称 

    指定を受けた際に届け出た事業者及びその事業所の名称を記載する。 

  ウ 契約日 

    サービス利用契約日を記載する。 

  エ サービス提供終了日 

    サービス提供を終了した日を記載する。 

  オ 事業者確認印 

     事業者確認印は、事業者名を特定することができる印とする。 

 

（４）計画相談支援給付費の支給内容（四面） 

障害福祉サービス受給者証の「計画相談支援給付費の支給内容（五面）」と同じ。 

なお、障害福祉サービス受給証及び地域相談支援受給者証の両方を有する者につい

ては、障害福祉サービス受給者証の「計画相談支援給付費の支給内容（五面）」のみに

記載することとして差し支えない。 

 

６ 療養介護医療受給者証の記載方法 

（１）公費負担者番号 

   療養介護医療の公費負担者番号（市町村固有の番号：療養介護医療の公費番号２桁

＋市町村コード５桁＋検証番号１桁）を記載する。 

 

（２）公費受給者番号 

市町村が支給決定障害者ごとに付番する７桁の番号を記載する。 

 なお、１～６桁目は任意番号であるが、７桁目は検証番号（チェックデジット）で

あること。 

 

（３）支給決定障害者欄 

   療養介護の支給決定を行った障害者の居住地、氏名及び生年月日並びに支給決定障

害者の加入する医療保険の情報を記載する。 

  ア 居住地 

    原則として住民基本台帳上の住所地を記載するが、住民基本台帳上の住所と居住

地が異なっている場合で、市町村が居住地に基づいて支給決定をしたときは、居住

地を記載する。 

※ 療養介護事業所（病院）に入所することにより、当該事業所に住所を移した

場合は、当該事業所の所在地を記載する。 
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イ 医療保険の情報欄 

(ｱ) 被保険者証の記号及び番号 

支給決定障害者の加入する医療保険の被保険者証の記号及び番号を被保険者証

から転記する。 

   (ｲ) 保険者名及び番号 

支給決定障害者の加入する医療保険の保険者名及び保険者番号を被保険者証か

ら転記する。 

 

（４）負担上限月額欄 

  ア 療養介護（食事療養（生活療養）を除く） 

    療養介護医療に係る食費を除く医療部分の負担上限月額を記載する。 

イ 食事療養（生活療養） 

療養介護医療に係る食費部分の負担上限月額（標準負担額の全部又は一部）を記

載する。 

ウ 適用期間 

負担上限月額の適用期間（適用開始日から次の見直し日の前日まで）を記載する。 

 

（５）交付年月日 

療養介護医療受給者証を実際に交付した日を記載する。 

   ※ 支給決定の有効期間の開始前に交付する場合や、紛失等による再交付の場合も、

実際の交付日を記載する。 

 

（６）支給市町村名及び印 

      支給市町村の名称、所在地及び担当窓口の連絡先電話番号を記載する。 

同欄に押印する印は、市町村長印又は市町村印とする（各市町村の公印規程等に定

めるところによる。）。印影印刷により処理することも差し支えない。 

なお、支給決定事務を福祉事務所長に委任している場合における同欄に押印する印

について、当該福祉事務所長印とするか市町村長（市町村）印とするかは市町村の判

断による。 

 

７ 受給者証の交付方法 

（１）新たな障害福祉サービス又は地域相談支援の種類について支給決定又は地域相談支

援給付決定した場合 

介護給付費等の支給決定又は地域相談支援給付決定を受けて既に障害福祉サービス
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受給者証（介護給付費（療養介護に係るものに限る。）に係る支給決定を受けている

場合は、併せて療養介護医療受給者証）又は地域相談支援受給者証を交付されている

利用者について、その支給決定又は地域相談支援給付決定の有効期間内に他の障害福

祉サービスに係る介護給付費等又は地域相談支援給付費等の支給申請を受けて支給決

定又は地域相談支援給付決定した場合は、交付済みの障害福祉サービス受給者証（介

護給付費（療養介護に係るものに限る。）に係る支給決定を受けている場合は、併せ

て療養介護医療受給者証）又は地域相談支援受給者証の提出を受けて追加記入する。

または、障害福祉サービス受給者証（介護給付費（療養介護に係るものに限る。）に

係る支給決定を受けている場合は、併せて療養介護医療受給者証）又は地域相談支援

受給者証を回収して新規に交付することも可能である。 

 

（２）支給量の変更をした場合 

介護給付費等の支給決定を受けて既に障害福祉サービス受給者証を交付されている

利用者について、その支給決定の有効期間内に変更申請を受けて支給量の変更決定を

した場合は、交付済みの障害福祉サービス受給者証の提出を受けて、変更後の支給量

及び変更年月日を支給量等欄に追加記入する。または、障害福祉サービス受給者証を

回収して新規に交付することも可能である。 

 

（３）支給決定又は地域相談支援給付決定の有効期間が満了し再度支給決定又は地域相談

支援給付決定を行った場合 

介護給付費等の支給決定又は地域相談支援給付決定を受けて既に障害福祉サービス

受給者証（介護給付費（療養介護に係るものに限る。）に係る支給決定を受けている

場合は、併せて療養介護医療受給者証）又は地域相談支援受給者証を交付されている

利用者について、その支給決定又は地域相談支援給付決定の有効期間が満了し、あら

ためて支給決定又は地域相談支援給付決定した場合は、交付済みの障害福祉サービス

受給者証（介護給付費（療養介護に係るものに限る。）に係る支給決定を受けている

場合は、併せて療養介護医療受給者証）又は地域相談支援受給者証の提出を受けて追

加記入する。または、障害福祉サービス受給者証（介護給付費（療養介護に係るもの

に限る。）に係る支給決定を受けている場合は、併せて療養介護医療受給者証）又は

地域相談支援受給者証を回収して新規に交付することも可能である。 

 

８ 受給者証の再交付 

  市町村は、障害福祉サービス受給者証、地域相談支援受給者証、又は療養介護医療受

給者証を破り、汚し、又は失った支給決定障害者等又は地域相談支援給付決定障害者か
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ら、支給決定又は地域相談支援給付決定の有効期間内において、障害福祉サービス受給

者証、地域相談支援受給者証又は療養介護医療受給者証の再交付の申請があったとき

は、厚生労働省令で定めるところにより、障害福祉サービス受給者証、地域相談支援受

給者証又は療養介護医療受給者証を交付しなければならない（令第１６条、令第２６条

の８、則第６４条の２の２）。 

（１）再交付の申請 

  障害福祉サービス受給者証、地域相談支援受給者証又は療養介護医療受給者証の再

交付の申請をしようとする支給決定障害者等又は地域相談支援給付決定障害者は、次

に掲げる事項を記載した申請書（様式第１５号）を市町村に提出しなければならない

（則第２３条第１項、則第３４条の５０第１項、則第６４条の２の２第２項）。 

なお、障害福祉サービス受給者証、地域相談支援受給者証又は医療受給者証を破り、

又は汚した場合の申請には、申請書にその障害福祉サービス受給者証、地域相談支援

受給者証又は療養介護医療受給者証を添えなければならない（則第２３条第２項、則

第３４条の５０第２項及び則第６４条の２の２第３項柱書き）。 

①  支給決定障害者等又は地域相談支援給付決定障害者の氏名、居住地、生年月日、

個人番号及び連絡先 

②  障害児である場合においては、障害児の氏名、生年月日、個人番号及び保護者

との続柄 

（地域相談支援受給者証及び療養介護医療受給者証の場合は除く。） 

③  申請の理由（再交付を要する理由） 

 

（２）留意事項 

    ア 再交付の申請をしようとする支給決定障害者等又は地域相談支援給付決定障 

害者は、氏名及び生年月日又は居住地が記載された書類であって、次に掲げる 

もののいずれかに該当するものを提示した場合の申請書については、支給決定

障害者等又は地域相談支援給付決定障害者の個人番号を記載することを要し

ない。（則第２３条第１項、則第３４条の５０第１項及び則第６４条の２の２

第２項ただし書き） 

①  個人番号カード、運転免許証若しくは運転経歴証明書（交付日が平成 24

年４月１日以降のものに限る。）、旅券、身体障害者手帳、精神障害者保

健福祉手帳、療育手帳、在留カード又は特別永住者証明書 

②  ①に掲げるもののほか、官公署から発行され、又は発給された書類その

他これに類する書類であつて、写真の表示その他の当該書類に施された措

置によつて、当該申請に係る精神障害者が当該書類に記載された個人識別
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事項により識別される特定の個人と同一の者であることを確認することが

できるものとして都道府県知事が適当と認めるもの 

③  被保険者証等、国民年金手帳、児児童扶養手当証書、特別児童扶養手当

証書又は官公署から発行され、若しくは発給された書類その他これに類す

る書類であって市町村長が適当と認めるもののうち２以上の書類 

     イ 支給決定障害者等又は地域相談支援給付決定障害者は、障害福祉サービス受 

給者証、地域相談支援受給者証又は療養介護医療受給者証の再交付を受けた

後、失った障害福祉サービス受給者証、地域相談支援受給者証又は療養介護医

療受給者証を発見したときは、速やかにこれを市町村に返還しなければならな

い（則第２３条第３項、則第３４条の５０第３項、則第６４条の２の２第４項）。 

 

９ 受給者証の返還 

（Ⅶの「13 支給決定又は地域相談支援給付決定の取消し」を参照。）
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第３ 計画相談支援給付費の支給事務 

 

Ⅰ 計画相談支援の内容 

１ サービス利用支援 

（１）サービスの内容（法第５条第２２項） 

     サービス利用支援とは、以下の支援のいずれも行うものをいう。 

ア 障害福祉サービスの申請若しくは変更の申請に係る障害者若しくは障害児の保

護者又は地域相談支援の申請に係る障害者の心身の状況、その置かれている環境、

サービスの利用に関する意向その他の事情を勘案し、利用する障害福祉サービス

又は地域相談支援の種類及び内容その他の厚生労働省令で定める事項を記載した

サービス等利用計画案を作成する。 

   【サービス等利用計画案の記載事項】 

① 利用者及びその家族の生活に対する意向 

② 総合的な援助の方針 

③ 生活全般の解決すべき課題 

④ 提供される福祉サービス等の目標及びその達成時期 

⑤ 福祉サービス等の種類、内容、量 

⑥ 福祉サービス等を提供する上での留意事項 

⑦ モニタリング期間 

     ※ 指定特定相談支援事業者以外の者が作成する場合のサービス等利用計画案

の記載事項についても、上記に準じることとする（⑦を除く。）。 

 

イ 支給決定若しくは支給決定の変更の決定又は地域相談支援給付決定後に、指定

障害福祉サービス事業者、指定一般相談支援事業者等との連絡調整等の便宜を供

与するとともに、支給決定又は地域相談支援給付決定に係るサービスの種類及び

内容、担当者その他の厚生労働省令で定める事項を記載したサービス等利用計画

を作成する。 

【サービス等利用計画の記載事項】 

サービス等利用計画案の内容に加え、以下の事項を追加。 

① 福祉サービス等の利用料 

② 福祉サービス等の担当者 

 

（２）対象者 

障害福祉サービスの申請若しくは変更の申請に係る障害者若しくは障害児の保護
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者又は地域相談支援の申請に係る障害者。 

ただし、当該申請者が、介護保険制度のサービスを利用する場合については、居宅

サービス計画又は介護予防サービス計画（ケアプラン）の作成対象者となるため、障

害福祉サービス固有のものと認められる行動援護、同行援護、自立訓練（生活訓練）、

就労移行支援、就労継続支援等の利用を希望する場合であって、市町村がサービス等

利用計画案の作成が必要と認める場合に求めるものとする。 

 

２ 継続サービス利用支援 

（１）サービスの内容（法第５条第２３項） 

継続サービス利用支援とは、支給決定障害者等又は地域相談支援給付決定障害者が、

支給決定又は地域相談支援給付決定の有効期間内において、当該者に係るサービス等

利用計画が適切であるかどうかにつき、厚生労働省令で定める期間（モニタリング期

間）ごとに、障害福祉サービス又は地域相談支援の利用状況を検証し、その結果及び

心身の状況、その置かれている環境、サービスの利用に関する意向その他の事情を勘

案し、サービス等利用計画の見直しを行い、その結果に基づき、次のいずれかの便宜

の供与を行うことをいう。 

ア サービス等利用計画を変更するとともに、関係者との連絡調整等の便宜を供与。 

イ 新たな支給決定若しくは支給決定の変更の決定又は地域相談支援給付決定が必要

と認められる場合において、当該支給決定障害者等又は地域相談支援給付決定障害

者に対し、当該申請の勧奨を行う。 

 

（２）対象者 

指定特定相談支援事業者が提供したサービス利用支援によりサービス等利用計画が

作成された支給決定障害者等又は地域相談支援給付決定障害者（指定特定相談支援事

業者以外の者がサービス等利用計画案を作成した場合については継続サービス利用支

援の対象外となる。）。  

 

（３）モニタリング期間（則第６条の１６）の設定 

モニタリング期間については、市町村が、指定特定相談支援事業者の提案を踏まえ

て以下の勘案事項及び期間を勘案して、個別の対象者ごとに定める。 

ア 勘案事項  

ａ 障害者等の心身の状況 

ｂ 障害者等の置かれている環境 

・ 地域移行等による住環境や生活環境の変化、家族の入院、死亡又は出生等に
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よる家庭環境の変化、ライフステージ（乳幼児期から学齢期への移行、学齢期

から就労への移行等）の変化の有無 等 

ｃ 総合的な援助の方針（援助の全体目標） 

ｄ 生活全般の解決すべき課題  

ｅ 提供されるサービスの目標及び達成時期 

ｆ 提供されるサービスの種類、内容及び量 

ｇ サービスを提供する上での留意事項 

 

イ 期間                

    ａ 支給決定又は支給決定の変更によりサービスの種類、内容又は量に著しく変動

があった者  

→ １月（毎月）ごと 

（ただし、当該支給決定又は支給決定の変更に係る障害福祉サービスの利用開

始日から起算して３月間に限る。） 

ｂ 療養介護、重度障害者等包括支援及び施設入所支援を除く障害福祉サービスを

利用する者又は地域定着支援を利用する者（いずれもaに掲げる者を除く。）のう

ち次に掲げるもの     

→ １月（毎月）ごと 

(a) 障害者支援施設からの退所等に伴い、一定期間、集中的に支援を行うことが

必要である者 

(b) 単身の世帯に属するため又はその同居している家族等の障害、疾病等のため、

自ら指定障害福祉サービス事業者等との連絡調整を行うことが困難である者 

(c) 重度障害者等包括支援に係る支給決定を受けることができる者 

ｃ 療養介護、重度障害者等包括支援及び施設入所支援を除く障害福祉サービスを

利用する者（a及びbに掲げる者を除く。）のうち次に掲げるもの 

→ ３月ごと 

(a) 居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、短期入所、就労移行支援、 

自立訓練、就労定着支援、自立生活援助又は共同生活援助（日中サービス支援 

型に限る。）を利用する者 

(b) ６５歳以上の者で介護保険におけるケアマネジメントを受けていない者（（a） 

に掲げる者を除く。） 

ｄ 療養介護、重度障害者等包括支援若しくは施設入所支援を利用する者（aに掲 

げる者及び地域移行支援を利用する者を除く。）、療養介護、重度障害者等包括支

援及び施設入所支援を除く障害福祉サービスを利用する者若しくは地域定着支援
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（いずれもaからcに掲げる者を除く。）又は地域移行支援を利用する者（aに掲

げる者を除く。）  

→ ６月ごと 

※ 重度障害者等包括支援については、当該サービスの指定基準において相談支

援専門員であるサービス提供責任者が当該サービスの実施状況の把握等を行う

こととされているため、原則として、支給決定の有効期間の終期のみ継続サー

ビス利用支援を実施。 

※ 当該期間はあくまで利用するサービス等に応じて設定した標準期間であるこ

とを踏まえ、一律に標準期間に沿って設定するのではなく、アセスメントによ

り勘案すべき事項の状況を把握した相談支援専門員の提案等も十分に踏まえな

がら標準期間を設定する。 

さらに、標準期間において示した状態像以外であっても、例えば以下のよう

な状態像の利用者の場合、頻回なモニタリングを行うことで、より効果的に支

援の質を高めることにつながると考えられるため、標準よりも短い期間で設定

すべきである。 

・ 生活習慣等を改善するための集中的な支援の提供後、引き続き一定の支援

が必要である者 

・ 利用する指定障害福祉サービス事業者の頻繁な変更やそのおそれのある者 

 

３ 留意事項 

相談支援専門員が担当する障害者が利用するサービス提供事業所の職員と兼務する場

合（障害児相談支援に係る指定障害児相談支援事業所、地域相談支援に係る指定一般相

談支援事業所及び障害福祉サービスに係る指定自立生活援助事業所と兼務する場合は除

く。）については、サービス提供事業所との中立性の確保や、サービス提供事業所と異な

る視点での検討が欠如しかねないことから、以下のやむを得ない場合を除き、当該者が

利用するサービス提供事業所と兼務しない相談支援専門員が継続サービス利用支援を実

施することを基本とする。 

また、支給決定の更新又は支給決定の変更に係るサービス利用支援についても、当該

者が利用するサービス提供事業所と兼務しない相談支援専門員が実施することを基本と

する。 

・ 身近な地域に指定特定相談支援事業者がない場合 

・ 支給決定又は支給決定の変更によりサービス内容に著しく変動があった者のうち、

当該支給決定等から概ね３ヶ月以内の場合（サービス利用支援とその直後の継続サー

ビス利用支援は一体的な業務であること、また、指定特定相談支援事業者の変更に当
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たっては利用者が別の事業者と契約を締結し直すことが必要となるため、一定期間を

猶予。） 

・ その他市町村がやむを得ないと認める場合  

 

Ⅱ 計画相談支援給付費の対象者 

市町村は、次の者に対し、計画相談支援給付費を支給する。 

なお、障害児が児童福祉法に基づく障害児通所支援と障害福祉サービスの両方を利用

する場合には、計画相談支援及び児童福祉法に基づく障害児相談支援の対象となる。こ

の場合の報酬については、障害児相談支援給付費のみ支給することとなる。 

 

（１）障害福祉サービスの申請若しくは変更の申請を行った障害者若しくは障害児の保護

者又は地域相談支援の申請を行った障害者のうち、指定特定相談支援事業者からサー

ビス利用支援を受けた者（当該申請に係る支給決定若しくは支給決定の変更の決定又

は地域相談支援給付決定を受け、サービス等利用計画を作成したとき）。 

 

（２）支給決定障害者等又は地域相談支援給付決定障害者のうち、指定特定相談支援事業

者から継続サービス利用支援を受けた者。 

 

Ⅲ 計画相談支援給付費の支給期間とモニタリング期間の取扱い 

１ 計画相談支援給付費の支給期間 

計画相談支援給付費の支給期間（月単位）については、運用上以下の取扱いとする。 

（１）支給期間の開始月 

① 新規に計画相談支援給付費の対象となる者 

サービス利用支援を実施する月（サービス等利用計画を作成する月） 

② 既に計画相談支援給付費の対象となっている者 

更新前の支給期間の翌月 

（２）支給期間の終期月 

計画相談支援給付費の支給期間は、計画相談支援対象者が利用する障害福祉サービ

スの支給決定又は地域相談支援給付決定の有効期間のうち最長の有効期間の終期月ま

での範囲内で設定することとしているが、自治体における事務や利用者の申請手続に

係る負担を勘案し、運用上、最長の有効期間の終期月を基本とする。 

 

２ モニタリング期間に係る開始月と終期月 

モニタリング期間の設定に当たっては、継続サービス利用支援の実施月を特定するた
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め、併せて、当該モニタリング期間に係る継続サービス利用支援の開始月と終期月を設

定することとする。 

具体的には、以下の取扱いとする。 

（１）当該モニタリング期間に係る継続サービス利用支援の開始月 

継続サービス利用支援の開始月については、支給決定又は地域相談支援給付決定

の有効期間の終期月において継続サービス利用支援を実施することを前提に、当該

者に係るモニタリング期間を勘案して設定することとする。 

（支給決定又は地域相談支援給付決定の有効期間の終期月においては、対象者の状

況に応じて、継続サービス利用支援と併せて支給決定又は地域相談支援給付決定の

更新等のためのサービス利用支援を実施 (報酬はサービス利用支援の報酬のみ算

定)。） 

なお、１人の者に対して複数の支給決定又は地域相談支援給付決定の有効期間の

終期が設定される場合には、複数の支給決定又は地域相談支援給付決定の有効期間

のうち最長の有効期間の終期月に継続サービス利用支援を実施することを前提に、

当該者に係るモニタリング期間を勘案して、継続サービス利用支援の開始月を設定

する。 

この場合、できる限り、複数の有効期間の終期月と継続サービス利用支援の実施

月が同一月となるよう、各々の障害福祉サービスの支給決定又は地域相談支援給付

決定の有効期間を設定することが望ましい。（結果として、サービス利用支援の実

施月と継続サービス利用支援の実施月が異なる場合であっても、各々の報酬の算定

は可とする。） 

 

（２）当該モニタリング期間に係る継続サービス利用支援の終期月 

原則として、計画相談支援給付費の支給期間の終期月（障害福祉サービスの支給

決定又は地域相談支援給付決定の有効期間の終期月）と同じとする。 

ただし、モニタリング期間が１月（毎月）ごとの者については、継続サービス利

用支援の開始月を含め最長１年以内で終期月を設定する（支給決定又は支給決定の

変更によりサービス内容に著しく変動があった者については、当該支給決定等から

概ね３ヶ月以内を基本とする。）。 

 

Ⅳ 事務の流れ 

１ 新たに計画相談支援を実施する場合の手続 

（１）基本的な流れ 

① 市町村が障害福祉サービス又は地域相談支援の申請者（以下同じ。）に対し、サ
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ービス等利用計画案の提出を依頼。 

② 申請者が指定特定相談支援事業者（障害児の場合は、児童福祉法に基づく指定障

害児相談支援事業者の指定を併せて受けたものに限る。以下同じ。）と計画相談支

援の提供について利用契約。 

③ 指定特定相談支援事業者が、サービス等利用計画案（厚生労働省令で定める期間

（モニタリング期間）に係る提案も記載。）を作成し、申請者に交付。 

④ 申請者が市町村に対し、以下の書類を提出。 

・指定特定相談支援事業者が作成したサービス等利用計画案 

・計画相談支援給付費・障害児相談支援給付費支給申請書 

・計画相談支援・障害児相談支援依頼（変更）届出書（契約した指定特定相談支援

事業者に係る届出） 

⑤ 市町村は、障害福祉サービスの支給（却下）又は地域相談支援給付（却下）決定

と併せて、計画相談支援給付費・障害児相談支援給付費支給（却下）通知。 

  併せて、障害福祉サービス受給者証又は地域相談支援受給者証に必要事項を記載

して申請者に交付。 

⑥ 指定特定相談支援事業者は、サービス等利用計画を作成し、申請者に交付。 

 

（２）具体的手続 

ア サービス等利用計画案提出依頼 

市町村は、障害福祉サービスの申請若しくは変更の申請があった障害者若しくは

障害児の保護者又は地域相談支援の申請があった障害者に対し、サービス等利用計

画案・障害児支援利用計画案提出依頼書（様式第１６号）により、指定特定相談支

援事業者が作成するサービス等利用計画案の提出を求める。 

 

  イ サービス等利用計画案、計画相談支援給付費支給申請書及び計画相談支援依頼（変

更）届出書の提出 

申請者は、指定特定相談支援事業者が作成したサービス等利用計画案を市町村に

提出するとともに、計画相談支援給付費・障害児相談支援給付費支給申請書（様式

第１７号）及び計画相談支援・障害児相談支援依頼（変更）届出書（様式第１８号）

を提出する。 

 

  (ｱ) 計画相談支援給付費・障害児相談支援給付費支給申請書の記載要領（様式例に基

づく） 

① 申請先 


